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全球赤道域における Dry Intrusion の自動検出  
および大気循環場との関係  

 
*柳澤彩紀，谷田貝亜紀代  (弘前大 )  

 

1. はじめに 

非常に乾燥した空気塊が湿潤赤道域へと侵入す

る現象 (Dry intrusion) はその場の積雲対流活動に

大きく影響し，Dry intrusion のラージスケールで

の特徴を明らかにすることは熱帯地域と亜熱帯地

域の相互作用を理解する上で非常に重要である． 
また，Dry intrusion は現場観測や衛星可降水量

データから捉えられ (Numaguti et al., 1995)，熱帯

における支配的な季節内振動であるマッデン・ジ

ュリアン振動の発生要因の一つとしても考えられ

ている (Kerns and Chen, 2014)．谷田貝・住 (1998, 
気象学会秋) や柳澤・谷田貝 (2018, 気象学会秋) 
では，全球赤道域について Dry intrusion の手動検

出を行ったが，数値モデルへの応用等を考慮し，

より一貫した条件下で検出を行う必要がある． 
本研究では，Dry intrusion の自動検出を全球赤

道域について行い，その出現と大気循環場との関

係について考察する． 
 

2. データと検出手法 

本研究における Dry intrusion の検出は，ERA-
Interim 再解析 (Dee et al., 2011) の 0.75°格子の可

降水量を用いて，1979-2016 年 (38 年分) について

30°S-30°N を対象に行った．検出手法は谷田貝・高

藪 (2016, 気象学会春) の Atmospheric River の検

出手法を参考に，柳澤・谷田貝 (2018, 気象学会秋) 
の Dry intrusion の検出条件を改良した．始めに，

ERA-Interim 再解析 の 6 時間毎の可降水量データ

から日平均を求め，38 年分の可降水量に日平均値

から日気候値を算出する．求めた可降水量偏差の

値が-12 mm 以上の領域で，日平均可降水量が  

40 mm 以下の領域を抽出する．総観規模以上の大

きさのものを対象とするため，抽出した領域中の

グリッド数が40個以上のものをDry intrusion候補

とし，その領域が北半球に位置していた場合はそ

の南端が 10°N に到達し，南半球に位置していた

場合はその北端が 10°S に到達するものを Dry 
intrusion として検出した．また，前日におおよそ

同じ位置に出現した Dry intrusion とその日の Dry 
intrusion が半分以上同じ位置のグリッドで形成さ

れていた場合，持続した同一の Dry intrusion とし

て検出する．また，ERA-Interim 再解析の 6 時間

毎，0.75°格子のジオポテンシャル高度と東西風・

南北風データをコンポジット解析に使用した． 
 

3. 結果 

自動検出を行った結果，1979-2016 年の 38 年

間で計 23,590 件 (年間約 621 件) の Dry intrusion
が検出された．全件数のうち約 68 %は 1 日のみの

出現であったが，2 日以上持続して出現した Dry 
intrusion は 7,611 件 (年間約 200 件) 検出され，中

には熱帯低気圧近傍に出現する Dry intrusion も存

在した．1 日のみ出現する Dry intrusion は中部太

平洋で多く，中部太平洋で出現する Dry intrusion
はそのほとんどが持続せずに 1 日で消滅すること

が分かった．また，柳澤・谷田貝 (2018, 気象学会

秋) から検出を自動化したことで，ほとんど Dry 
intrusion が検出されていなかった東太平洋につい

ても検出が可能となり検出件数は大きく増加した

が，出現特性については定性的に一致した． 
検出された Dry intrusion の出現半球別合計出現

件数の経年変動を図 1 に示す．対象期間中の全件

数のうち 47 %は北半球，39 %は南半球で出現し，

残り 14 %は赤道上で出現したが，年によってどち

らの半球で出現が多いかは異なる．特にエルニー

 
図 1 検出された Dry intrusion の半球毎合計検

出回数の経年変動． 
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ニョ現象発生期間中，北半球で出現が多く南半球

で出現が少ない傾向にあることが明らかとなった． 
検出した Dry intrusion の出現回数を年平均して

季節毎に示したものを図 2 に示す．北半球に出現

する Dry intrusion は北半球夏季に出現が少なく，

両半球とも風向が移り変わるモンスーンの過渡期

に出現が多い傾向にある．また，今回の検出手法

で検出された空気塊のうち51%がインド洋から赤

道西太平洋 (40°E-180°E) において検出され，この

領域では北半球よりも南半球で多く出現すること

が明らかとなった．春季および秋季には Dry 
intrusion の出現が赤道を挟んで対照的に分布して

いるが，6-8 月には南半球のインド洋および西部・

中部太平洋で出現が多く，12-2 月には北半球のイ

ンド洋から海大陸付近で Dry intrusion の出現が特

に多く見られた． 
また，検出された Dry intrusion について出現場

所の水平分布と出現初日の 500・700 hPa 面のジオ

ポテンシャル高度をコンポジット解析したところ，

Dry intrusion はジオポテンシャル高度の勾配が急

なところで多く出現することが分かった．同様に，

500・700 hPa 面の風向・風速についても解析する

と，太平洋では強い貿易風によって乾燥空気が運

ばれ，インド洋では特に南半球冬季に西風バース

トに伴って Dry intrusion が出現することが分かっ

た（図は省略）． 
 

4. まとめ 

本研究では Dry intrusion の自動検出を行い，そ

の出現特性について解析した．自動検出は 1979-
2016 年を対象に，ERA-Interim 再解析の可降水量

データを用いて全球赤道域について実施した．結

果として，期間中計 23,590 件（2 日以上持続した

ものは 7,611 件）の Dry intrusion が検出された．そ

の出現はインド洋から太平洋中部で多く，季節性

を持ち，熱帯低気圧近傍での出現も確認された．

また，出現初日について Dry intrusion 出現場所の

水平分布とジオポテンシャル高度，風向・風速に

ついてコンポジット解析を行い，Dry intrusion は

ジオポテンシャル高度の勾配が急なところ，貿易

風・西風バーストが卓越する領域でよく出現する

ことが明らかとなった．他の気象要素との関係性，

ENSO との関連性などについては当日詳細を示す． 
 
参考文献 
･Dee et al., 2011: The ERA-Interim reanalysis: configuration and performance of the data 
assimilation system. Q. J. R. Meteorol. Soc., 137, 553-597. 
･Kerns, B. W. and S. S. Chen, 2014: Equatorial Dry Air Intrusion and Related Synoptic 
Variability in MJO Initiation during DYNAMO. Monthly Weather Review, 142, 1326-
1343. 
･Numaguti, A., R. Oki, K. Nakamura, K. Tsuboki, N. Misawa, T. Asai, Y.-M. Kodama, 
1995: 4-5-Day-Period Variation and Low-Level Dry Air Observed in the Equatorial 
Western Pacific during the TOGA-COARE IOP. J. Meteor. Soc. Japan, 73, 2B, 267-290. 
･谷田貝・住 (1998), 1998 年気象学会秋季大会予稿集, P109. 
･谷田貝・高薮 (2016), 2016年気象学会春季大会予稿集, A304. 
･柳澤・谷田貝 (2018), 2018年気象学会秋季大会予稿集, A360. 

 
図 2 対象期間 (1979-2016 年) 中に検出された Dry intrusion の年平均検出回数の水平分布． 
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東シベリアの河氷融解に伴う急激な流量増加へ影響を  

及ぼすオホーツク海高気圧  
*大島和裕  (環境科学技術研究所 ) ,   朴  昊澤  (海洋研究開発機構 ) ,   

堀  正岳  (国立極地研究所 ) ,   吉川泰弘  (北見工業大学 )  
 

はじめに 

シベリア河川は秋に凍結し，春には河氷が融解する。

このシベリア河川は，地域住民の生活に強く関わって

おり，夏の船舶や冬の河氷上のアイスロードによる交

通，また漁場として利用される一方で，春の河氷と雪の

急激な融解はしばしばアイスジャム洪水を引き起こし，

住民生活へ大きな被害をもたらすこともある（藤原 
2011, 2015）。したがって，この地域の河氷の状態を知る

ことは住民にとって重要な情報である。アイスジャム

は，春の気温上昇によって河氷が融解，破壊することで

蛇行や浅水部，川幅の狭い場所で氷が詰まる現象で（例

えば，Sakai et al. 2015, Yoshikawa et al. 2018），これに伴

って水位が急激に上昇し，洪水を招くことがある。シベ

リア河川を対象とした先行研究では，降水量や流量（例

えば，Oshima et al. 2015, 2018, Oshima and Yamazaki 2019），
河氷厚および水温（Park et al. 2016, 2017）に関するの経

年変動と長期トレントについて議論が行われてきた。

しかしながら，春の河氷融解に伴う流量増加のタイミ

ングの長期変化や，それに関連する気象場については，

これまで研究が行われていない。 
そこで本研究では，東シベリアを流れるレナ川を対

象に，河氷融解に伴う急激な流量増加のタイミングに

ついて，過去 60 年間の長期変化を解析するとともに，

その流量増加のタイミングに影響を及ぼす気象場を調

査した。 
 

データと解析 

東シベリアでは 5 月に気温がプラスとなり，積雪と

河氷の融解が開始されるため，5 月を解析対象とした。

河川流量データは，レナ川中流域に位置するタバガで

観測された 1950 年から 2011 年まで長期間の日流量デ

ータを使用した。また，気温データはタバガに近接する

ヤクーツクで観測された 1955 年から 2011 年までの月

平均気温値を使用した。河氷融解に伴う急激な流量増

加のタイミングを決めるために，5 月の日流量が 5000 
m3 を超える日にちを年毎に算出し，流量増加インデッ

クスと定義して解析に用いた。気象場の解析には，気象

庁 55 年長期再解析データ（JRA-55）を使用した。この

気象解析では，流量増加インデックスを指標として相

関・回帰分析により，海面気圧，気温，800 hPa 面の高

度及び風場について，それぞれの偏差を求めた。 

 

春の流量増加のタイミング 

レナ川中流域の気温の平年値は，4 月まではマイナス

で， 5 月にプラスとなって雪解けと河氷融解が進む。

これに伴って河川流量は急激に増加する。河川流量は

11 月から 4 月までほぼゼロであるが，5 月から流れ始

め，5 月から 6 月にかけて急激に増加して 6 月に最大

値を取る。夏は降水量も多いが蒸発散量もそれに匹敵

する大きさとなるため，大気から流域へ入る正味の水

のインプットはほぼゼロとなり，凍土融解に伴う流出

はあるものの，河川流量はそれほど大きくはならない。 
過去 60 年間のタバガの流量データを解析した結果，

流量増加のタイミングにばらつきがみられた。早い年

は5月5日（DOY125）で，遅い年は5月29日（DOY149）
となり，平年で 5 月 17 日（DOY137）であった（図 1）。
予想通り，流量増加のタイミングには気温が影響し，流

量増加インデックスとヤクーツクの気温を比べると，

両者の負相関が確認できた（図 1，相関係数-0.54）。 
 

 
図１ タバガ流量の急激な増加のタイミングを示す流

量増加インデックス（丸印，左軸）とヤクーツクの5月

の気温（実線，右軸）の過去62年間（1950年から2011

年まで）の時系列。ただし，気温は1955年以降のデー

タで一部欠損値がある。 
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河氷融解と流量増加に影響を及ぼす気象場 

次に流量増加のタイミングに影響を及ぼす気象場に

ついて調べた。流量増加インデックスに回帰した海面

気圧偏差にはオホーツク海上で正偏差が現れ，すなわ

ちオホーツク海高気圧を示した。これに対して，流量イ

ンデックスに対する地表面気温偏差では，レナ川中流

域を中心に強い正偏差を示した。800 hPa の高度場およ

び温度場の偏差においても，オホーツク海上の高気圧

偏差と，東シベリア上空に高温偏差がみられた。以上の

結果は，5 月にオホーツク海高気圧が現れることによっ

て，東シベリアでは気温が上昇し，積雪と河氷の融解を

促進することを示す。この気温上昇にはオホーツク高

気圧に伴う南東風が影響していると考えられる。実際

に，流量増加インデックスに回帰した 800 hPa 面の風偏

差を基に温度移流を計算すると，南東風に伴って暖気

移流がみられ，この効果を確認することができた。 
 

まとめ 

日本ではヤマセをもたらす気象場として知られてい

るオホーツク海高気圧が 5 月に発生すると，南東風に

伴う暖気移流によって，東シベリアのレナ川中流域で

は気温が高くなる。これにより，この地域の積雪と河氷

の融解を促進することで，春の急激な流量の増加が平

年よりも早まる傾向があることが明らかになった。し

かし，積雪と河氷の融解には暖気移流による気温上昇

のみならず，日射などの他の要因も考えられるため，そ

れらの調査については今後の課題である。 
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地球および日本列島の温暖化の要因 

 
今清水雄二（無所属） 

 

１．世界および日本の年平均気温の変化傾向 

1891~2018年の世界の年平均気温長期変化傾

向 1) によれば，北半球陸域では北米，ヨーロッ

パおよび日本列島を含む東北アジアの年平均気

温の上昇率は相対的に大きく不均一であること

がわかる．日本国域の平均気温の上昇率の大き

いことは 1946 年から 2012 年まで 66 年間の世

界，北半球，日本全国域および国内地方域の各

領域の年平均気温（過去の地域平均気象データ

2））の経年変化データでも示され，日本全国域と

国内地方域の気温変化の様相はよく類似してお

り相関係数は大きく，気温上昇率は同程度であ

り，世界および北半球より大きいという特徴が

ある．最近（1965 年以降）では日本の全国域の

気温上昇率は世界（地球）の温暖化率に比べて

かなり大きい． 

２．気温と海面水温 

また，日本全国域の年平均気温と近海域の年

平均海面水温および世界の年平均気温と海域の

年平均海面水温の，1898 年から 2015 年の長期

経年変化によれば，日本全国域の気温と近海域

海面水温の経年変化の相関係数は世界の気温と

海域海面水温の経年変化の相関係数より小さい

が，温度上昇率は大きい．日本近海域の一部海

域は朝鮮半島，中国大陸の気温の影響を受け本

来の海面水温の経年変化とは異なる可能性があ

るが，それにもかかわらず日本の全国域の平均

気温と近海域の平均海面水温の経年変化との相

関係数は比較的大きい． 

３．CO2による年間放射強制力の概算 

こうした世界および日本国域の温暖化の要因

として 1750 年頃の産業革命後の化石燃料エネ

ルギー利用の工業化社会の発展にともない排出

された CO2等温室効果ガスの放射強制力の影響

の可能性が指摘される． 
CO2大気濃度の観測値（ppm）の経年変化は，

1750 年（280 ppm）から 1965 年（320 ppm）

までと 1965 年（320 ppm）から 2010 年（387 
ppm）までの 2 種類の指数関数によって表され，

2010 年の放射強制力≈1.68 [W/m2]は，1750 年か

ら 1965 年までと 1965 年から 2010 年までの

CO2 大気濃度増加の増加による放射強制力の総

和 の 放 射 強 制 力 ： FCO2 = 1ln(320/280) 
+ 2ln(387/320) ≈ 1.68 [W/m2]，但し 1 =4.94 ，

2=5.353)，によって近似されるとする． 
また，1965 年以降の全地球的にほぼ一様に増

加する CO2 大気濃度（観測値）の 1965～2015
年の経年変化は，化石燃料エネルギーの消費に

より毎年 1 年間に排出される CO2大気濃度増加

（推定値）の積算値の経年変化と植物の生育な

どにより毎年地表に吸収れる CO2大気濃度の積

算値の経年変化との差によって第 1 図のように 
表されるとすると，この期間にはかなり大きい 
CO2大気濃度が地表に吸収され，注目される． 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

第 1 図 1965 年 CO2 大気濃度の観測値 320.0 ppm は，  

    2010 年 68.0ppm 増加，積算排出濃度：190.0    

ppm 増加，積算吸収濃度：122.0 ppm 減少 
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また，2010 年の 1 年間に排出される CO2 大気

濃度増加による年間放射強制力は 0.0276 
[W/m2] と推定される． 

４．世界の排熱流束 

一方，地球表面のある領域（面積 Ar [m2]）か

らは，同領域の有するエネルギー消費設備全体

から年間消費量 Qc[W]に相当する化石燃料エネ

ルギーが排熱として，赤外線放射，顕熱輸送，潜

熱輸送の３種類の過程によって大気中に排出さ

れるとする．３者排熱の総和によって与えられ

る排熱流束は，Flanner4)による人為熱フラック

スと同様に， FE=Qc/Ar [W/m2]，により近似的に

表され，気温上昇に関与する可能性がある． 
そうすると，2010 年の世界平均の排熱流束の

概算値として， FEW=QWc/AWr=0.029 [W/m2]
（QWc：2010 年世界化石燃料等エネルギー年間

消費量，AW：地球表面積）が得られる．これは

1965 年以降，2010 年 1 年間の CO2大気濃度増

加による年間放射強制力と同程度の大きさを有

し，世界の全エネルギー消費施設からの平均排

熱流束は，地球温暖化に対して CO2大気濃度増

加よる年間放射強制力とともに寄与する可能性

がある． 

５．日本列島の排熱流束 

また，1965 年以降の日本では工業化社会（産

業施設および交通機関）が全国的に発展すると

ともに化石燃料エネルギーの消費は著しく増加

し，CO2 とともに膨大な排熱が広範な地方域お

よび全国域の大気に排出され，気温上昇に寄与

する可能性がある 5)．とくに国内の様々の工場

設備や船舶の動力エンジンの稼働によるエネル

ギー消費おいては，設備やエンジンの冷却に大

量の河川水や海水が使用され，排熱の一部（か

なりの部分）は日本近海域の海面水温を上昇さ

せるとともに海水を介して潜熱輸送によって近

海域を含む日本列島の大気中に排出されると考

えられ，第 2 節に記したように日本国域の気温

変化との相関係数が比較的大きい近海域の海面

水温の経年変化の上昇率を大きくする可能性が

ある．したがって，日本国域の全排熱は日本列

島（国土と沿岸部近海域の合計）面積 AJ.Arの大

気に排出されると考えられ，日本国域＝日本列

島の排熱流束は， FEJ.Ar= Qc/AJAr（JAr：Japanese 
Archipelago）により表される． 
 2010 年の日本列島の排熱流束の評価は，近海

域の面積の取り方に依存し， FEJ.Ar =Qc/AJAr  

= 0.13~0.78 [Wm-2]，地球平均の約 4.5~27 倍で

ある．これは日本列島の気温上昇率が地球の温

暖化率に比べて大きいという第 1 節に記した観

測事実をよく説明する．  

６．まとめ 

地球大気系の太陽光エネルギーの収支論 6)に

よれば，エネルギー消費設備から人為的に排出

される CO2は長波長の放射強制力 Fr↓を増大し、

大気の温室効果 FR↓を増加させるので，地球温

暖化を進行させる．一方，エネルギー消費設備

から人為的に排出される排熱流束 FE↑も （大気

の運動と短波長）の関係により大気の温室効果

FR↓を増加させ，地球温暖化の進行を推進する

可能性がある． 
 
参考資料 
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ipcc_ar5_wg1_spm_jpn 気候変動 2013 自然科学的根拠

第１作業部会報告書 政策決定者向け要約 
2) 気象庁：各種データ・資料＞地域平均気象データ 
3) G.Myhle: Geophysical Research Letters, V.25, 

No,14,(1998) pp.2715-2718.  
4)  M.G.Flanner: Geophys. Res. Lett., 36,L02801,doi:10. 

1029/2008GL036465 
5) 今清水雄二：日本列島の温暖化，日本の科学者，Vol.52, 

 №.7, (2017) pp.12-18 
6) 日本気象学会地球環境問題委員会：『地球温暖化』（朝倉書店、
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従来型観測のみを同化した日本域高解像度領域再解析の 

夏季における降水の再現性 
*曽我大輝、 *福井真、 *岩崎俊樹、 *山崎剛 

(*東北大院理) 

 

1. はじめに 

長期間の均質な高解像度気象データセットの作成を

目指して水平解像度5㎞の領域再解析が進められてい

る。長期再解析としては気象庁全球再解析JRA-55が

広く用いられているが、水平解像度が数十キロ程度と

粗く、メソスケールの極端現象や局地循環など再現す

るのには十分でない。また、防災意識の高まりや再生

可能エネルギーの拡大により、詳細な気象データセッ

トの需要は高まってきている。そのため、JRA-55を初

期値・境界値とした力学的ダウンスケーリングが一般

的に行われるが、長期間の積分を行う場合には、再現

性に問題があることが分かっている。そこでFukui et 

al.(2018)では従来型観測を同化した領域再解析の実

現可能性を示した[1]。領域再解析を行う上で、信頼

できるデータセット構築のためには様々な気象要素に

ついて再現性を検証することが重要である。そこで本

研究では、水平解像度5㎞の領域再解析による夏季に

おける降水の再現性評価のため、気象官署152地点の

観測値を基準として、JRA-55および水平解像度25㎞

の領域再解析との比較検証を行った。 

 

２． 使用データ・解析手法 

領域再解析システムでは、JRA-55 を初期値・境界値

として、東アジアを覆う水平解像度25㎞の領域及び日

本を中心とした水平解像度 5 ㎞の領域へ予報モデル

JMA-NHM によるダウンスケールを行い、LETKF(Local 

Ensemble Transform Kalman Filter)により従来型観測

(地上気圧,ラジオゾンデ,台風中心位置)を同化して解

析をする。このようにして出力された25㎞と5㎞の領

域再解析及びJRA-55 の降水量を、気象官署(152 地点)

に内挿し、観測値を比較することで検証を行う。対象期

間は2014-2018年 7-9月とした。 

３． 結果 

第 1 図に年ごとに全地点平均した積算雨量を示す。

観測値と比較すると各再解析は過少傾向にあることが

分かる。その中でも25㎞領域再解析が最も少なく、そ

の次に5㎞領域再解析、JRA-55の順で多くなっている。

ここでは特に、JRA-55が観測値に近い結果を示した。 

 

第1図. 各年の積算雨量(7-9月、全地点平均)

 

第2図. 2014-2018年平均の積算雨量(7-9月)(a)AMeDAS(b)RRA5との差分(c)RRA25との差分(d)JRA-55との差分 

(RRA；Regional ReAnalysis)
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 第 2図は(a)各気象官署におけるAMeDASの積算雨量

と(b)(c)(d)観測値に対する各再解析のバイアスの空

間分布を示した図である。25㎞領域再解析では、全体

的に降水量の多い西日本で過少傾向を示しており、全

地点平均バイアスは-145mm程度であった。5㎞領域再

解析では、全地点平均バイアスが-80mm程度と改善傾

向を示しているが、中部山岳地域において他の再解析

では表れていない過大バイアスが出現している。JRA-

55では西日本の一部の地域において大きな過少バイア

スが見られるものの、全地点平均バイアスが-9mm程度

と最も小さい結果となった。 

第3図は、全イベントに対する(降水なしも含む)閾

値ごとの3時間降水量の出現頻度を示した図である。

これによるとJRA-55では、弱い降水に対する出現頻

度が多く5０mm/3h程度までの降水しか表現できてい

ない。一方、25㎞領域再解析では弱雨の高頻度傾向も

改善し100mm/3h程度までの表現が可能となった。特

に、5㎞領域再解析では120mm/3h以上の降水も再現し

たことで観測に近い降水強度分布となり、大きく改善

した。 

 

第3図. 3時間降水量の閾値ごとの出現頻度 

(上段)全体図 (下段)弱雨部拡大図 

 

 

第４図は、閾値1mm/dayを無降水日としたときの、

AMeDASに対する各再解析における無降水日を示した図

である。5km,25㎞領域再解析では、比較的良好な対応

を示しているが、JRA-55では観測に対して過少傾向を

示した。つまり、降水の頻度が過大に表現されてい

る。 

 

第4図．観測値に対する各再解析の無降水日数 

 

４． 考察・まとめ 

以上の結果より、JRA-55 では降水強度は弱いものの

降水日数が多く、結果として積算雨量が多くなったと

考えられる。しかし、強い降水に対する表現はほとんど

出来ておらず現実的な降水を再現できていない。一方、

領域再解析では、強い降水に対する表現が可能となり、

特に 5km 領域再解析では観測に近い降水強度分布を示

した。これは解像度の向上による効果が大きいと考え

られる。しかし、積算雨量の過少傾向や中部山岳地域の

ようにバイアスが大きな地域があるなど課題が残り、

今後も極端現象の事例解析などを通して検証していく

必要がある。 
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2016 年 1 月寒波における海上寒気流出の寒気質量解析手法による解析 

山口純平 (仙台管区気象台観測課) 

1. はじめに 
 海上寒気流出(Marine Cold Air Outbreaks; MCAO)
とは、極域や冷たい大陸上の寒気が比較的温暖な海
面に達したものである。流出した寒気と海面との温
度差は 30 K を超えることもあり、この大きな温度
差により、海面から大気への活発な水熱輸送が生じ
る。これに伴い不安定化した境界層では組織的な対
流構造と特徴的な下層雲が形成される。このような
過程を経て、MCAO は気団変質していく。 

MCAO は低温や強風、豪雪など極端現象をもた
らすものとして重要であるのに加え、例えば傾圧帯
の維持や海洋混合層の冷却による水塊の変質などに
も関与する(e.g. Pithan et al. 2018)。そのため MCAO

は観測やモデルを用いて活発に研究されてきた。し
かしながらこれらの研究の焦点は主に海面熱輸送や
境界層の発達、対流の組織化であり、とりわけ
MCAO の力学的な消滅過程に注目した研究は極僅
かである(Papritz and Pfahl 2016)。 

本研究では MCAO を水熱収支の観点からとらえ
る解析手法を定式化する。そしてそれを 2016 年 1
月の東シナ海での MCAO に適用し、MCAO 消滅に
寄与した過程を明らかにする。 

2. 解析手法 
 解析には Iwasaki et al. (2014; 以下 I14)の寒気質量
解析の式を発展させた式を用いる。I14 において寒
気容量( )が以下の式で定義されている。 

≜ ∫ ( − )( )  ⋯ (1)  

I14 の定式化では寒気をある閾値等温位面( )下の
寒気と定義する。この閾値温位と実際の寒気の温位

の差を寒気内で積分するので、 は寒気の冷た
さを表す物理量と解釈できる。 の時間発展方
程式(I14 の式(8))について、閾値等温位面を顕熱フ
ラックスが貫かないと仮定すると、以下のように拡
張することができる。 = −∇ ⋅ − − ( ) − ⋯ (2) 
右辺第 1 項は I14 の寒気容量フラックス( ; 寒気
内の熱フラックスに相当)の収束で第 2 項は海面顕
熱フラックス、第 3 項は凝結による潜熱放出量であ
り、水蒸気凝結量 におよそ比例する。第 4 項は放

射加熱/冷却効果を表す。また、新たに以下の物理
量 を導入する。 

≜ ∫ ( )  ⋯ (3)  

は水蒸気混合比を表す。 は寒気内の可降水量に
相当する。 の時間発展方程式は次のようになる。 = −∇ ⋅ + − + ⋯ (4) 
右辺第 1 項は寒気内の水蒸気フラックス( )の収
束、第 2 項は海面蒸発量、第 3 項は凝結量、第 4 項
は寒気を出入りする水蒸気量を表す。 

図 1 | MCAO の鉛直断面図の模式図。(a)寒気容量収
支式(2)と、(b)水蒸気収支式(4)の物理的解釈。 

図 1 に式(2)と式(4)の解釈を模式図的に示す。断
熱過程・海面水熱輸送無しの場合、式(2)と式(4)の
右辺は第一項を除きすべて 0 となる。このとき

、 は 、 の収束のみにより時間変化す
る、すなわち連続方程式を満たす保存量ということ
になる。逆に、 で記述した MCAO が消滅した
とすれば、それは非断熱過程か海面水熱輸送が寄与
した(あるいは気団変質した)ことを意味する。 

3. 調査対象・方法 

図 2 | (左図)計算領域。(右図)計算設定(時刻は UTC)。 
解析対象とする事例は 2016 年 1 月 23 日から 25

日にかけて東シナ海を中心に発生した MCAO であ
る。この寒気流出では、南西諸島を中心に 200 年に
一度の大きさの が解析された(Yamaguchi et al. 
2019)。式(2)、(4)の各項の直接算出のため、領域気
象モデル WRF によるダウンスケーリングを行った
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(図 2 参照)。閾値温位は = 300 Kに設定した。閾
値の妥当性については 5 項で記述する。 

4. 結果 

 
図 3 | 2016 年 1 月 23 日から 25 日にかけての (陰
影; MJ m-2)、 (ベクトル)のスナップショット。24
日の線分 AB は図 6 で用いた断面。 

 
図 4 | 22 日 0 時から 26 日 0 時まで平均した(a) −∇ ⋅

、(b) 、および(c) ( ) (いずれも陰影; 
W m-2)。図左上の数値は領域(25–35°N, 120–130°E)で
平均した各項の値。 

 
図 5 | 図 4 に同じ。ただし(a) ∇ ⋅ 、(b) 、および
(c)  
図 3 に本事例における 、 の時系列図を

示している。23 日に中国大陸上から東シナ海に南
東方向に流れ込んだ 200 MJ m-2 を超える は 25

日には半減している。 
図 4、図 5 には 22 日から 26 日まで平均した、そ

れぞれ式(2)、式(4)の主要項を抜き出している。図
4 からは 3 つのことが言える。1) −∇ ⋅ ≈ +
( ) が成立。流入した は海面からの顕熱
と潜熱放出により消滅。2) ほとんどの領域で >
( ) 、すなわち顕熱の寄与が潜熱の寄与を上

回る。3) ( ) は筋状に局在。この空間分布は
のそれにおよそ一致する(図 5c)。したがって潜熱

放出量は凝結量に対応する( は比較的空間一
様)。図 5 からはまた、 のおよそ 3/4 を∇ ⋅ が占
めていることがわかる。すなわち東シナ海上で供給
された潜熱(∝ )の大半は MCAO の消滅には寄与せ
ず、より低緯度の地域に輸送されている。 

5. 議論 

 
図 6 | 24 日 0 時の線分 AB に沿った鉛直断面における
温位(等値線; K)、(a)顕熱、(b)潜熱放出による加熱率
(陰影; K day-1)。緑線は海面温位と等しい温位線。 
図 6 には図 3 の線分 AB に沿った鉛直断面図を示

す。等温位面集中帯(境界層上端)が 300 K 等温位面
下(緑線付近)に存在し、西側では顕熱加熱、潜熱加
熱ともに境界層内に限られている。この境界層の鉛
直構造は東シナ海の MCAO の典型である(e.g., 
Ninomiya 1976)。このとき閾値温位が境界層上端よ
り上部であれば、閾値の定義により今回の“MCAO
の消滅”の結果は変化しない(I14 の式(8)参照)。この
点が先行研究(e.g., Papritz and Pfahl 2016)と比較した
ときの本解析手法の利点である。一方、東側の一部
地域では閾値温位面上やそれより上部で潜熱放出が
発生している。寒冷前線の位置に相当するこの領域
では依然として閾値依存性が残ることとなる。 

6. まとめ 
 本研究では I14 の寒気質量解析手法を、MCAO
の水熱収支の式に拡張することで、MCAO の消滅
を力学的に扱うことを可能にした。また、この式を
用いて 2016 年 1 月の東シナ海 MCAO の解析を行
い、MCAO の消滅は顕熱輸送と潜熱放出で説明で
き、また前者の寄与が後者を上回ることを示した。 
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夏季黒潮域における降水システムの日周期 
 

*山下尭也, 岩渕弘信, 岩崎俊樹 (東北大院理) 
 

1. はじめに 

 熱帯海上で発生する対流雲は, 深夜から朝にかけ

て発達する傾向がある。亜熱帯域のうち、夏の西岸

境界流 (例: 黒潮、アメリカ東海岸のガルフストリー

ム) と呼ばれる暖流付近でも、熱帯と同じように朝

から昼をピークとする日周期があることが知られて

いる[1]。 
 南西諸島付近の黒潮域では 6 月を中心に昼前から

昼過ぎに降水のピークが存在する。この地域におけ

る 6 月の降水の特徴は、梅雨前線によってもたらさ

れていることであり、降水の日周期も梅雨前線に伴

って発生しているものであると考えられている[1]。
そのメカニズムは、下層暖湿流の強さの変化[2]や、

太陽放射による境界層の加熱[3]など様々な説が提

唱されているが、十分に理解されていない。また、

熱帯における対流雲の早朝発達のメカニズムとして、

上層雲の放射加熱に伴う静的安定度の変化[4]が挙

げられる。このメカニズムが亜熱帯域の西岸境界流

域でも作用している可能性が考えられるが、その検

証を行った研究は無い。降水システムの日周期は、

数値モデルの有効性を確かめる指標の一つとして使

われており、そのメカニズムの解明は、数値モデル

の精度改善に貢献する。 
本研究ではその予備解析として、南西諸島付近の

6 月を対象に、降水システムの日周期を調査した。

また、JMA-NHM による出力と観測データとの比較

を通して、NHM による日周期の再現性についても

検討した。 
 
2. GSMaP による統計解析 

降水データ GSMaP Gauge v7 [5]を使用して、2016
年から 2019 年の 6 月を対象に解析を行なった。解

析期間は、今後ひまわり 8 号の赤外画像を利用した

プロダクトと比較することを見越して設定した。 
 図 1に 2018年 6月における月間総降水量を示す。

この年を含めて 4 年間とも、北緯 25 度から北緯 35
度にかけて、月間降水量が 300 mm 以上の地域が広

く分布していた。この時期の気候から考えると、大

部分が梅雨前線に伴う降水であると評価できる。降

水日周期の振幅  [mm/hr]を、 = 0.5 × max (ℎ) − min (ℎ)  
（ただし、 (ℎ): 時刻 ℎ における月間平均降水量） 
と定義し、月間降水量と降水日周期の振幅を照らし

合わせると、降水量の多い地域で振幅が大きくなる

傾向が見られるが、どの年も南西諸島付近を中心に

降水振幅が大きいことが分かった。この降水振幅の

大きい領域 (北緯 25-31 度, 東経 125-133 度) (図 2) で、

1 時間降水量を時刻ごとに平均した結果をプロット

すると、どの年も概ね昼前から昼過ぎにかけて降水

のピークを示しており、その振幅は月間平均降水量

の約 30-50 ％であった。 

 
図 1  2018 年 6 月の月間総降水量 [mm/hr] 
 

 
図 2 降水日周期の振幅が大きい領域として GSMaP
や NHM の解析に使用した領域 (赤線) 
 
3. NHM による再現 

 2. で見られた降水の日周期が JMA-NHM でも再現

されるかについて、図 2 の領域で梅雨前線が長期的

に停滞しており、連続的に降水が観測された 2019
年 6 月 18 日から 25 日までの期間で検証した。領域

は北緯 28 度、東経 129 度を中心とする東西 900 km、

南北 800 kmの領域を選択し、境界値には MSMを与

えた。水平解像度は 2 km 間隔で、モデル格子数は

450×400×60とした。初期時刻は 2019年 6月 18日か

ら 24 日までの毎日 15 時 [UTC] とし、それぞれの初

期時刻から 30 時間分計算した。その結果を、初期

時刻の 6 時間後から 30 時間後までの部分を繋ぎ合

わせて、解析を行なった。雲物理過程は 2 モーメン

トバルクで、積雲パラメタリゼーションは使用しな

かった。 
 図 3 に 2019 年 6 月 18 日から 6 月 25 日にかけて

の、1 時間降水量の南北平均 (北緯 25-31 度) のホフ

メラー図を示す。初期時刻の異なる出力が点線の前

後で違和感なく接続していることが分かる。このこ
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とから、異なる初期時刻のモデル出力を繋ぎ合わせ

ることは、日周期を解析する上で差し支えがないと

言える。また NHM の降水量変化パターンは、

GSMaP の変化とよく似ており、観測をよく再現し

ていると言える。南北平均の降水量に着目すると、

GSMaP と比べて NHM の降水量が少ない。これは

GSMaP のデータの特性に起因していると考えられ

る。マイクロ波による観測がない時間帯において

GSMaP の降水量は、赤外画像を使って補間してい

る。その一例として、図 4 に 6 月 21 日 14:00 [JST] 
における 1 時間降水量の分布を示す。強い降水域 
(10 mm/hr 以上) を見ると、NHM では細く筋状に分

布しているのに対して、GSMaP はより広範囲に広

がっている。GSMaP が表現している降水は、対流

雲のコアだけでなく、巻雲の部分でも過大に評価し

ている可能性がある。この状況でGSMaPとNHMの

南北平均降水量を計算すると、両者で違いが生じる

ことが容易に想像される。その影響が降水日周期の

違いに現れる可能性がある。 
 2. で注目した領域 (北緯 25-31 度, 東経 125-133 度) 
で時刻ごとの降水平均を計算すると、GSMaP・
NHM ともに 0 時ごろから降水が増加し、NHM では

9 時 に、GSMaP では正午ごろに降水ピークが現れ

た。NHM は 18 時までほぼ横ばいで推移したのち、

緩やかに減少した。GSMaP も正午から日付が変わ

るころまで緩やかに減少した。両者の降水量の差は

日中で大きく生じ、0.5 mm/hr 程度 GSMaP が多く出

力していた。時刻ごとに降水量を平均すると、降水

ピークの時刻にずれが生じていたが、両者の時系列

で相互相関関数を計算すると、両者の位相ずれが無

い時に最も相関係数が高く、その値は 0.87であった。

従って、NHMと GSMaPの降水ピークのずれは、少

なくとも NHM の再現が観測とずれた結果に起因す

るものでは無いことが言える。 
 ここで気を付けなければならないことは、領域平

均によって求められた降水日周期が、降水セルが領

域を出入りしたことによる見かけの結果である可能

性が考えられる点である。ところが本事例の場合、

その影響は小さいと考えられる。例えば図 3 におい

て、19 日の東経 129 度付近や 23 日の東経 128 度付

近を見ると、降水が強化されている様子が見られる。 
東西平均降水量の時間推移の結果を見ると、その日

に南北から流入した降水がほとんど無いことや、梅

雨前線上の雲は東に流されることを考慮すると、こ

の降水強化は外部から降水システムが流入した結果

ではない。全ての降水システムに対して見かけの可

能性を否定できる訳ではないが、この領域下で発達

した降水システムが、昼前後の降水ピークに寄与し

た可能性は十分にある。 
 
4. まとめと今後の課題 

 GSMaP の解析を通して、南西諸島の黒潮域付近

では、梅雨前線の通過する 6 月において昼前から昼

過ぎに降水のピークがあることが確認された。梅雨

前線が長期的に同じ領域で停滞する時期に対して、

NHM による再現を行ったところ、統計解析と同じ

ようなタイミングで降水のピークが存在することが

確認された。その日周期の強度は GSMaP の方が大

きかった。設定した期間の降水日周期ピークは、降

水システムが領域を出入りした結果である可能性は

低いと考えられる。 
 領域平均だけでは、見かけの可能性を排除するこ

とが出来ない。今後は、南西諸島の黒潮流域付近に

出現する降水日周期が、どのような擾乱によっても

たらされた結果であるかについて、ひまわり 8 号の

プロダクトを用いた雲追跡により詳細に明らかにし

たいと考えている。 
 

 
図 3  2019 年 6 月 18 日から 6 月 25 日における、

GSMaP (上) と NHM (下) の 1 時間降水量 [mm/hr] の
南北平均 (北緯 25-31 度)。図の点線は、モデル設定

の初期時刻が、前後で異なることを示す。 
 

 
図 4  2019 年 6 月 21 日 14:00 [JST] における NHM
（左）と GSMaP（右）の 1 時間降水量。 
 
参考文献 
[1] Minobe and Takebayashi, 2015, Clim. Dyn., 44 (7-8), 
2079–2095.  
[2] Kanada et al., 2014, SOLA, 10, 72-77. 
[3] Misumi, 1999, JMSJ, 77(2), 615-639. 
[4] Randall et al., 1991, J. Atmos. Sci., 48(1), 40–62. 
[5] Kubota et al, 2007, IEEE TGRS, 45(7), 2259-2275. 

- 12 -

題目番号 06



暖候期の降水時における解析雨量の特性調査 
                           ☆小野寺 晃一、信濃 辰夫、高橋 明（福島地方気象台） 

 

1. はじめに 
 2019 年 4 月 1 日から 9 月 30 日までに、福島県内で記録
的短時間大雨情報を発表した日は 3 日あった。これは過
去 5 年間の同期間で最多となる日数である。3 日間で 4 回
発表され、それぞれの事例で速報版解析雨量と正規版解
析雨量の差を調べたところ、2 事例で速報版が正規版より
も 20mm 以上の過大となっていた（表１）。 

 

表 1 記録的短時間大雨情報発表事例 

 
解析雨量の算出に用いる気象庁の C バンドレーダーの

観測データは 5 分間隔で配信されるが、XRAIN は 1 分間
隔で配信され、また、XRAIN は気象庁のレーダーよりも
高解像度である。このため、レーダーデータ画像を動画
にした場合、強い雨雲の動向がより把握しやすい。 
本調査では、大雨警報の精度改善に向けて、気象庁レ

ーダー画像や速報版解析雨量を用いる際の留意点や、迅
速な警報発表に向けた XRAIN の利活用を検討した。 
  
2. 速報版・正規版解析雨量及び XRAIN の比較 
福島県の陸上 13475 格子において、2019 年 4 月 1 日から

9 月 30 日までの 00 分系・30 分系の解析雨量データを用い
て、速報版と正規版の格子ごとの値の関係を調べた（図 1）。 

図 1 速報版・正規版解析雨量 R1 の関係 

 
この結果、速報版には正偏差があることがわかった。図 1
中の点線の楕円内は、概ね不安定降水や台風の事例であっ
た。また、月毎に速報版の平均誤差（正規版との差）を調
べると、特に 8 月は正規版で 50mm を超える強雨時に速報
版が過大であり、RMSE も大きい（図 2 及び図 3）。 

2019 年 8 月 9 日 15 時、中通り南部の棚倉町付近で発生
した不安定降水では、速報版R1が 80mmと解析されたが、
正規版は 37mm であった（図 4）。このとき、降水強度 

図 2 月別の速報版解析雨量 R1の ME（平均誤差） 

図 3 月別の速報版解析雨量 R1の RMSE（二乗平均平方根誤差） 

図 4 8 月 9日 15 時の解析雨量 R1（左：正規版 右：速報版） 

図 5 図 4黒枠内の降水強度 

 
1 時間積算値は XRAIN が気象庁レーダーの概ね 1/3 とな
っており（図 5）、XRAIN が正規版解析雨量に近い値を示
している。なお、XRAIN（250m メッシュ、1 分毎）の方が
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気象庁レーダー（1km メッシュ、5 分毎）よりも高解像度
であるが、1km 格子の中に含まれる 16 個の 250m 格子の中
の最大値を 5 分毎に積算したものを XRAIN の値とし、気
象庁レーダーの値と比較した。 

さらに、2019 年 7 月 24 日 17 時 30 分、中通り南部の白
河市付近で発生した不安定降水では、速報版・正規版とも
に R1 が 95mm と解析されたが、降水強度は気象庁レーダ
ーが 65mm/h 程度となっていた。このとき、XRAIN では
80mm/h 程度を観測しており、この事例でも XRAIN が正規
版の解析雨量に近い値を示していた（図略）。 
以上のことから、速報版解析雨量は迅速な提供を目的と

して作成されているため、正規版に比べて誤差が含まれる
場合があり、それらの値が疑わしいと思われる際には、
XRAIN の値が参考になると考える。 

 
3. 警報（浸水害）判定された大雨事例の解析 
3-1.  警報発表を早められた可能性のある事例 
 2019 年 7 月 24 日は大気の状態が不安定であり、中通り
と会津の一部に大雨警報（浸水害）を発表した。500hPa で
は日本海北部から日本海中部にかけて寒気を伴うトラフ
があり東へ進んでいた。地上天気図では関東の東海上に低
気圧があり、その北側では下層中心に湿潤気が流入してい
た（図 6）。日中の気温上昇で大気の状態が不安定となり、
福島県では中通りや会津を中心に昼過ぎからエコーが発
生・発達した。アメダスで観測された 1 時間雨量は二本松
で 47.5mm(15:00)、郡山市湖南で 69.5mm(15:00)となった。
この大雨で床上・床下浸水の被害が発生した。 

図 6 7 月 24 日の天気図 

左から 500hPa、850hPa、地上 

 

降水ナウキャストによる判定では、14 時 10 分にナウキ
ャスト後半にあたる FT50（初期時刻から 40～50 分後）で
郡山市湖南に警報基準超過を予測した。14 時 20 分の気象
庁レーダー画像（図 7）を見ると、郡山市湖南付近に強い
雨域があるのを確認できるが、5 分間隔のデータでは雨雲
の盛衰や移動の有無を判断することが困難であり、降水ナ
ウキャスト（14:10 初期値、図 8）を採用すべきか迷うとこ
ろである。よって、次の初期値や実況経過等で再検討する
こととしたが、15 時 00 分に実況で基準に達し、警報発表
に至った（リードタイムは確保できず）。 

図 7 気象庁レーダー画像（24 日 14:10～14:20） 

図 8 降水ナウキャスト（24 日 14:10 初期値） 

 

一方で、14 時 20 分の XRAIN 画像（図 9）を見ると、複
数の降水セルが発達している状況を把握することができ、
降水ナウキャストの予想の通り、今後も強い雨域が停滞す
ると予測可能である。XRAIN を用いることで、大雨警報を
早期（14:30~14:40）に発表できる可能性があると思われる
（リードタイムは 20~30 分を確保）。 

図 9 XRAIN 画像（24日 14:16～14:20） 

 
3-2.  疑わしい警報判定が出た事例 

 2019 年 5 月 21 日 13 時 10 分、福島県内の 4 市町村で警
報基準及び 15 市町村で注意報基準の超過が予測された。
レーダー画像を確認すると、気象庁レーダー画像と XRAIN
画像で降水強度に大きな差がある所が県内の広範囲で見
られた。特に、郡山市付近では気象庁レーダーで降水強度
80mm/h 以上の強い降水エコーが観測されたのに対して、
XRAIN 画像では降水強度 30mm/h 程度の降水エコーとな
っていた（図 10）。13 時の正規版解析雨量 R1 は、県内の
最大でも郡山市付近で R1 が 30mm 程度であり、アメダス
郡山でも 13時に観測された 1時間降水量は 9.0mmだった。 

図 10 5 月 21 日 13時 10 分のレーダー画像 

(左：気象庁レーダー 右：XRAIN） 

 
21 日 13 時頃に気象庁レーダーで強い降水エコーが観測

された地域は、長野レーダーの観測データが採用されてい
た。長野レーダーの観測範囲の中心からは 200km 以上離れ
ており、強い反射強度の高度は 4～5km と高く、ブライト
バンド等により過大なエコーが観測された可能性がある。
一方で、福島県内には伊達と田村の 2 地点に XRAIN を構
成する X バンド MP レーダーが配置されており、これらは
降雨減衰や山岳地形等の影響を比較的受けにくく、正規版
の雨量に近い値を示すことができたと考えられる。 

XRAIN は、このような場合に警報発表を抑止するため
に活用できる可能性があることがわかった。 
 
4. まとめ 
本調査では、暖候期の降水時における速報版解析雨量

と正規版解析雨量の値の差や、気象庁レーダーによる降
水ナウキャスト予測によって警報判定が出た事例につい
て調査した。速報版解析雨量は正規版よりも 20mm 以上
過大に評価してしまう場合もあり、それにより警報判定
が出たと考えられる際は、XRAIN による降水強度や雨域
の動向も確認することで、より迅速で精度の良い情報の
発表へつながることが期待できる。今後も事例検証を重
ね、予報業務に資するもとにしたい。 
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宮城県における雷発生時の環境場の統計調査 

☆田ノ下 潤一 工藤 淳也（仙台管区気象台） 
要旨 

宮城県における雷発生時の特徴についてLIDENデータや客観解析データを用いて統計的な解析を行い、発雷の

時空間的特徴や、海面更正気圧のコンポジット解析により宮城県での発雷時における総観場の特徴を示した。さ

らに中層水蒸気場に着目することが発雷の有無の分離に有効であることが明らかになった。 

 

1．はじめに 

 雷については過去に多くの研究があり、発生メカニ

ズムや発生時の環境場などはある程度分かってきてい

るところだが、東北地方や宮城県として地域を限定し

た際に、雷発生の時空間的特徴や環境場の特徴は必ず

しも整理されている状況ではない。 

そのため東北地方における発雷頻度の時空間的特徴

を明らかにするとともに、客観解析データにより雷発

生時の宮城県における環境場の特徴を探ることを本調

査の目的とする。 

 

2．調査方法とデータ 

 本調査は、雷監視システム（LIDEN：LIghtning 

DEtection Network system）で検知された雷情報を用

い、経度方向 0.0625°、緯度方向 0.05°の格子内に

おいて3時間以内に発雷が検知された格子は発雷あり

とし、その3時間コマが2014年1月1日00UTC～2019

年1月1日00UTCまでの5年間に何回あるかで発雷頻

度を求めた。ただし、LIDEN には誤標定も含まれるこ

とから、品質管理の手法として発雷を検知した位置か

ら最も近い経度方向 0.0125°、緯度方向 0.008333°

の格子を特定し、この格子を中心とする 5×5 格子以

内で3時間以内に1㎜/h以上の降水量が解析された時

の発雷のみとしている。さらに発雷を検知した直前の

メソ解析値(経度方向解像度 0.0625°、緯度方向解像

度0.05°)と対応付けて調査を行った。 

 

3．時空間的特徴 

 宮城県における発雷の月別頻度を求めると 10 月か

ら3 月の寒候期にはほとんど発生せず、4 月から9 月

の暖候期に発雷事例が集中している。また、暖候期で

も8月が最も多いが、次いで多いのが6月で初夏と盛

夏にそれぞれピークを持っていることがわかった。時

別頻度では昼過ぎから夜のはじめ頃(12 時～21 時)が

多数を占めており、日中の昇温による不安定の強化が

トリガーとなっている可能性が示唆される。 

 第 1 図に暖候期(4 月～9 月)と寒候期(10 月～3 月)

に分離した発雷頻度を示す。東北地方でみると日本海

側は暖候期、寒候期問わず発雷頻度が高いが、発生場

所は季節によって大きく異なる。宮城県の発雷頻度は

最も低い部類に入り、そのほとんどが暖候期に発生し

特に栗駒山周辺で頻度が高いことがわかる。 

 以上より宮城県では寒候期の発雷はほとんどないこ

とから以降は暖候期のみを扱い、この暖候期を温度場

から4～6月の春季と7～9月の夏季に分離して調査を

行う。 

 

 
 

4．地上気圧の特徴 

 雷発生時の地上気圧の特徴を明らかにするため、発

雷事例の海面更正気圧を平均化処理したコンポジット

解析(合成図解析)を行った(第2図)。 

 

 
春季の発雷事例平均では日本海に低圧部があることが

確認できる(第2図左上)。春季の全事例平均との差分

第1図：暖候期(左)と寒候期(右)における発雷頻度の地理的分布 

第 2 図：春季(上)と夏季(下)の海面更正気圧の発雷事例平均(左)と

発雷事例と季節平均の差分(右)。春季と夏季でスケールが異なるこ

とに留意。 
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でも日本海での低圧バイアスに加えて、全領域にわた

って気圧が低く、総観スケールの擾乱による強制的な

上昇流励起が必要である事例が多いことが推察される。

一方、夏季には北海道の西海上に低圧部が確認できる

ものの、春季と比べて気圧差は小さい(第2図左下)。 

また東日本の陸上で気圧が低く日中の昇温による熱的

低気圧の存在を示唆している。発雷事例との差分では

太平洋高気圧が日本の南東海上で勢力が強い一方、日

本の南から東シナ海で低圧バイアスとなっており、下

層の暖湿気の流入に影響している可能性がある。 

 

5．発雷時の大気状態  

 発雷時と非発雷時の大気状態を調べるため、各気圧

面における風向風速、気温、湿数について検討した。

各気圧面データは3時間ごとのメソ解析値で宮城県を

囲む矩形領域(140.25E～141.6875E、37.75N～39.05N)

の領域平均値を用いている。 

春季の風向風速は850hPaから500hPaまで南西風で

発生することが多く、東よりの風の場合はほとんど発

生しないことがわかった。夏季も春季と同様に東成分

を持つと発生しないが、北西風でも発生する事例が多

いことが確認できた。また、700hPa風速が10m/s前後

の時に事例が集中しており、適度な暖湿気の移流が必

要である可能性がある(第3図)。 

 

 
 

気温の平均鉛直分布は、河野ほか(2004)において関

東地方の気団性雷雨日における特徴として雷雨日は

1000～700hPa の気温減率が大きく 700hPa より上空で

は特段の差はないと報告しているが、宮城を対象とし

た本調査でも同様の結果となった(第4図)。ただし発

雷時の春季と夏季の気温減率を比べると、春季は 925

～700hPaで6.1℃/kmであるのに対し、夏季では5.6℃

/km となり、春季の方が発雷に至るまでに必要な気温

減率が大きいことが分かった。また、発雷事例と非発

雷事例での500hPaや300hPaの気温差は下層の気温差

に比べれば小さく、下層気温の上昇が相対的に重要で

あることを示している。 

 さらに予報作業上どの高度の水蒸気場に着目すれば

よいのか調べるため、湿数の平均値の発雷事例と非発

雷事例の差に有意な差があるかどうかをWelchのt検

定(両側有意水準は1%に設定)を行い検証した。結果は

P値が0.05未満であれば統計的に有意な差があるとみ

なすと、春季では下層から上層に至るまで湿数に有意

な差が認められるという結果になった一方、夏季の場

合は 900hPa 以上では有意な差はあるものの、925hPa

以下では有意な差が認められなかった。また、湿数平

均値の差を求めると春季・夏季ともに700～500hPaで

相対的に大きくなり、発雷事例と非発雷事例の分離に

有効であるといえる(第5図)。以上の湿数の差におけ

る結果から、春季の場合は大気中の絶対的な水蒸気量

が少ないために下層水蒸気の存在が相対的に重要であ

るが、夏季の場合は対流雲を発生させるだけの下層水

蒸気量の条件は常に満たしており、むしろ中層で対流

雲の発達を抑制するか否かが雷発生において重要であ

ると考えられる。 

 

 

 

 
 

6．まとめ 

 LIDEN データを用いて発雷事例を抽出し、発雷頻度

の時空間的特徴や地上気圧の平均場の特徴を明らかに

するとともに、予報上着目するべき気象要素として中

層の水蒸気場が雷発生を診断するうえで重要であるこ

とが示唆された。今回の調査では雷発生事例を平均化

された特徴を見ているのみであり、個々の事例につい

ても環境場の特徴を検討していくことで、より適切な

予測手法の確立につながると思われる。 
 

参考文献： 

・河野ほか、2004：ラジオゾンデデータによる気団性雷雨日の診断－太

平洋高気圧下の夏の関東地方－、天気、51、17-30. 

第3図：春季(左)と夏季(右)の700hPaにおける風向風速分布 

第4図：発雷事例と非発雷事例における平均気温の鉛直分布 

第5図：発雷事例と非発雷事例における湿数の差(発雷時湿数－非発

雷時湿数)の鉛直分布(左)とt検定におけるP値(右) 
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東北地方における雷注意報にひょうを付加する目安の検討 

☆和田 雅幸、阿部 真治、田ノ下 潤一（仙台管区気象台） 
要旨 

東北地方における雷注意報に「ひょう」を付加する目安について、高層観測データや突風関連指数を用いて、環境

場の特徴を調査した。その結果、現状でほとんどの雷注意報に付加している「ひょう」を、暖候期ではある程度少な

くできる目安の設定が可能であった。また、冬季は「ひょう」を付加する必要はほとんどないことが確認できた。 

 

１ はじめに 

東北地方では、雷注意報に「ひょう」を付加する目

安がなく、年間を通じて「ひょう」を付加した雷注意

報の発表回数が多い。しかし、冬季や盛夏期を中心に

大気の状態が不安定で発雷があったとしても、「ひょう

害」の発生に至らない事例も多い。本調査では、東北

地方の「ひょう害」事例や「ひょう」観測事例により

高層観測データや突風関連指数による環境場の特徴を

統計的に調査し、雷注意報で効果的な注意喚起に寄与

する「ひょう」付加の目安を検討した。 

 

２ 調査に用いたデータと期間 

 調査は、2000年～2019年9月の東北地方の災害報告

による「ひょう害（あられ害）」、気象台・特別地域気

象観測所の日表による「ひょう」の観測事例を対象と

し、秋田高層観測データ（2010年～2018年 09時）と

突風関連指数（2011年～2018年 MSM 15 UTC初期値に

よる予測）により、環境場の特徴をまとめた。 

 

３ 「ひょう」事例の月別傾向 

 東北地方における月別の「ひょう」事例日数をみる

と、5月・6月及び11月に多く、「ひょう害」事例は暖

候期に集中している。11月～4月は、「ひょう」は観測

されているが、「ひょう害」として報告されているのは

11月・12月で1事例ずつのみであった（第1図）。ま

た、11月～4月の「ひょう」観測地点は、日本海側沿

岸部に集中し、冬型の気圧配置や寒冷前線の通過を要

因とする事例が多くなっている（図略）。冬季は雲頂高

度が低く、氷粒があまり大きくならずに落下してくる

ことや農作物の栽培が少ない時期のため「ひょう害」

の報告が少ないと考えられる。 

 
第1図 月別「ひょう」事例日数 

 
４ 環境場の特徴 

4.1 秋田高層観測データによる特徴 

 高層観測データの等圧面気温により「ひょう害」事

例の環境場の特徴を第2図に示す。 

 
第2図 秋田高層観測と「ひょう害」事例の気温別出現

確率ヒストグラム 

左：700 hPa気温 右：500 hPa気温 

 

「ひょう害」事例は、700 hPaで-10 ℃以上、500 hPa

で-28 ℃以上と、中層の気温が一定以上高い場合に出

現し、出現率が急増する2つのピークを持つ特徴がみ

られる。700 hPaでは-6 ℃～0 ℃と4 ℃～8 ℃、500 

hPaでは-24 ℃～-16 ℃と-12 ℃～-6 ℃付近で出現

率が急増している。上記の特徴は、925 hPaや850 hPa

の下層気温でも同様の傾向であった(図略)。大きい「ひ

ょう」に成長するには形成の途中で融解する必要があ

るため、ある程度、中下層の気温が高くないと被害と

なるような「ひょう」の形成はないと考えられる。こ

のような出現率の2つのピークは夏季と春季及び秋季

の特徴を示しているものと考えられ、0 ℃面や-10 ℃

面の高度別出現確率でも同様の傾向が確認できた(図

略)。また、中層で気温が顕著に高い場合は、「ひょう

害」が発生していない。これは500 hPa付近まで融解

層が高い場合には、地上に達するまでに「ひょう」が

全て雨に変わるためと考えられる。これらから、夏季

とそれ以外の季節を分けて閾値の設定が有効と考えら

れる。 

 次に不安定度の特徴を把握するため、700 hPa の気

温と925 hPaと500 hPaの気温差（以下、△ T 925-T 

500）の散布図を第3図に示す。 
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30
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日
数

災害報告なし
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第3図 700 hPa気温と925 hPaと500 hPaの気温差に 

対する「ひょう」事例 

 

降ひょうは、災害報告の有無にかかわらず△ T 925-

T 500が25 ℃以上の場合に多く、ある程度の不安定な

環境場で発生していることがわかる。「ひょう害」事例

の700 hPaの気温は-10 ℃～9 ℃でみられ、7月～8月

の盛夏期は3 ℃～9 ℃に集中し、9 ℃以上では、「ひ

ょう害」の発生はみられない。700 hPaの9 ℃は盛夏

期の8月上旬の平年値程度となることから、盛夏期に

「ひょう」を付加しない目安とできる可能性がある。 

 

4.2 突風関連指数による特徴 

 突風関連の主な指数(EHI・SSI・EL・CAPE)を用いた

「ひょう害」事例の環境場は、平衡高度(EL)に特徴が

みられたが（第4図）、その他の指数でははっきりしな

かった（図略）。数値予報モデルは不安定性降水の予測

が不十分な事例もあり、EL以外の指数では特徴が表れ

なかった可能性がある。 

 
第4図 500 hPa気温と平衡高度（EL）の最大値散布図 

 

５ ひょう付加目安の設定と検証 

「ひょう」害が発生した事例の環境場などの特徴か

ら、盛夏期である 7 月～8 月とそれ以外の時期に分け

て、雷注意報に「ひょう」を付加する条件を設定して

2018年の雷注意報発表事例で検証した結果を第1表と

第2表に示す。 

なお、雷注意報での「ひょう」は「ひょうによる災

害」を対象とするものであることから、冬季の「ひょ

う」付加は基本的に不要と考える。 

第1表 ひょうの付加条件 

 

第2表 2018年の雷注意報発表事例による検証結果 

 

実際の発表状況に比較し、「ひょう」を付加する条件

により検証した結果、7月～8月の盛夏期と4月～6月・

9 月～11 月の春季と秋季のいずれも東北地方全体で

90 ％以上の「ひょう」付加が40 ％程度まで少なくな

る結果となった。 

 

６ まとめ 

 東北地方で雷注意報に「ひょう」を付加する目安を

調査した結果、「ひょう害」は 5 月～11 月で発生して

いることから、冬季の付加は基本的に不要であった。

また、暖候期は高層観測データや突風関連指数の予測

値を活用した条件の設定により、これまでの「ひょう」

付加の約半分程度に少なくなる可能性があった。ただ

し、竜巻キーワード付加条件を満たす場合などは考慮

していないことから、目安とした条件だけでは判断で

きないこともあるため、総観場などから総合的な判断

は必要となる。今後、「ひょう害」までは至らない「降

ひょう」の程度を考慮した注意喚起の目安のほか、「ひ

ょう」を付加しない条件などの検討も進めたい。 

参考文献：飯田 福井県のひょうについて 平成29 年度東京管区調査研究会誌 
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℃
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EL（6時～18時の最大値）（hPa）

全データ
ひょう害7月～8月
ひょう害7月～8月以外

7月～8月

①925hPa気温-500hPa気温≧25℃

②10℃≧700hPa気温≧2℃

③平衡高度220hPaより高い

7月～8月以外

①925hPa気温-500hPa気温≧25℃

②9℃≧700hPa気温≧-10℃

③平衡高度460hPaより高い

①②は秋田高層（9時）、③はMSMによる予測

いずれも①②③はand条件

実際の発表状況 7月～8月
雷注意報 ひょう付加 割合 雷注意報ひょう付加 割合

青森 17 17 100% 青森 17 6 35%
秋田 15 15 100% 秋田 15 5 33%
盛岡 20 20 100% 盛岡 20 10 50%
山形 19 19 100% 山形 19 9 47%
仙台 17 10 59% 仙台 17 8 47%
福島 37 36 97% 福島 37 12 32%

東北地方 125 117 94% 東北地方 125 50 40%

実際の発表状況 4月～6月、9月～11月
雷注意報 ひょう付加 割合 雷注意報ひょう付加 割合

青森 52 51 98% 青森 52 23 44%
秋田 41 36 88% 秋田 41 17 41%
盛岡 37 37 100% 盛岡 37 20 54%
山形 49 49 100% 山形 49 19 39%
仙台 22 18 82% 仙台 22 12 55%
福島 42 37 88% 福島 42 18 43%

東北地方 243 228 94% 東北地方 243 109 45%

付加条件設定 7月～8月

付加条件設定 4月～6月、9月～11月
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福島県の暴風について 

木村 マリ子（福島地方気象台） 
 

1．はじめに 

 福島県における風の調査は、今までに数多く行われ

ているが、近年は事例解析が主となっている。今回は

予報業務体制移行に伴う予報作業ガイドブック作成の

一環として、暴風について統計をまとめ特徴を捉える

こと及び、現在使用している「強風予測ワークシート」

の検証を行い、暴風予測の精度向上を目指した。 

 

2．調査期間とデータ 

 調査は、1989年(平成元年)～2018年(平成30年)の、

福島県内の気象官署・特別地域気象観測所・アメダス

における日最大風速を用いた。また、現業作業で使用

している「強風予測ワークシート」について、2013年

～2018年分の検証を行い、大きく予測を外した日につ

いて事例解析を行った。 

 

3．暴風日の特徴 

 1989 年～2018 年にかけて観測された最大風速の極

値を第1図に示す。県内で18 m/s以上(警報基準)を観

測した地点は、相馬・鷲倉・猪苗代・郡山・玉川(福島

空港)・白河・小名浜の7地点となっている。そのほか、

12 m/s 以上(注意報基準)を観測したのは 13 地点。そ

の他12地点では注意報級の観測はなかった。風向は西

よりの風が多いものの、猪苗代では東北東、小名浜で

は南南東の風で20 m/s以上を観測した。 

暴風時の風向(第2図)からも、暴風は西よりの風が

多いことが分かる。年別の暴風日数(図略)では、30年

間で暴風となったのは60日で、年によってバラつきは

あるものの、ほとんどの年が1～3日程度となっていた。

風向別の暴風日数は、西～北北西が51日と全体の85％

を占めていた。月別の暴風日数は、2～4月に集中して

おり(41 日)、全体68％となっていた。12月から4月

までの期間の暴風日の気圧配置は、冬型の気圧配置ま

たは、前線や低気圧通過後に冬型の気圧配置へ移行す

るものがほとんどであった(第3図)。以上のことから、

福島県内で暴風が観測されるのは中通りと浜通りが主

で、会津や阿武隈高地では注意報級の風も観測されな

い地点が多い。また、福島県における暴風は冬型の気

圧配置による西よりの風がほとんどであることがわか

った。 

4．強風予測ワークシートの検証 

現業作業では、過去の強風事例を基に「強風予測ワ

ークシート」を使用している。中通り・浜通りの北西

風と猪苗代の北東風の強風について、気圧差・850hPa・

925hPaなどのMSMのGPVを用いて、LEVEL1を12 m/s

以上、LEVEL2を15 m/s以上、LEVEL3を18 m/s以上と

して3時間ごとに判定している(第1表)。今回は、中

通り・浜通りの北西風のワークシートについて検証を

行った。 

第1表 強風予測ワークシートの適用条件(北西風) 
※⊿P＝相川ポイント－仙台ポイント 

強風予測レベル 適  用  条  件（中通り・浜通りの北西風）

【LEVEL1】
12m/s≦ and ＜15m/s ⊿P≧5hPa  and  WS925≧25KT  and  WS850≧30KT

【LEVEL2】
15m/s≦ and ＜18m/s ⊿P≧5hPa  and  WS925≧30KT  and  WS850≧40KT

【LEVEL3】
18m/s≦ ⊿P≧8hPa  and  WS925≧40KT  and  WS850≧50KT

第2図 暴風時の風向(1989年～2018年) 
※同じ日に複数地点で観測した場合は、一番強い地点の風向 

第3図 暴風日の気圧配置(1989年～2018年) 

    冬型の気圧配置 
   前線通過→冬型 
  低気圧通過→冬型 
 低気圧 
台風 

第1図 福島県内 最大風速 極値(1989年~2018年) 
赤矢印：18 m/s以上 黄矢印：12 m/s以上 矢印なし：12 m/s未満 
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2013年から2018年において、MSM15UTC初期値で判

定された24時間後までのLEVELの最大値を用い、日最

大風速と比較した。比較対象はLEVEL2と3を合わせた

もので計算し検証を行った(第2表)。また、このワー

クシートでは、郡山(中通り中部)・白河(中通り南

部) ・相馬(浜通り北部)・浪江(浜通り中部)の4地点

を予想しているが、第1図に示すように、浪江では暴

風の事例がないため、対象から外した。 

 郡山と相馬では、見逃し率は低いが空振り率が概ね

0.8以上と高い。バイアススコアも大きく、LEVEL2・3

の予測判定頻度が高くなっている。現在の適用条件を

上方修正するなどの改善が必要と考える。 

 白河では、空振り率は郡山や相馬に比べてやや低い

ものの、年によってはバラつきがある。また、見逃し

率が郡山・相馬と較べて高く、暴風となる条件を設定

して判定に加えることが必要と考える。 

 

5．事例解析 

強風予測ワークシートで白河が見逃しとなった

2013年3月10日の事例について解析を行った。 

地上天気図によると(第4図)、千島近海にある低気

圧から寒冷前線が関東付近をとおり、四国へのびてい

る。3月9日15UTC初期値の強風予測ワークシート(図

略)では、10日午後から郡山でLEVEL2、相馬・浪江で

はLEVEL3の予測となり、郡山15.9 m/s、相馬18.3 m/s、

浪江16.0 m/sを観測した。白河は925hPaの風速が基

準に達しなかったため、LEVEL1の判定となったが、実

況では(第5図)17時に25.5 m/sを観測した。 

 2013年3月10日のメソ解析(第6図)では、流線と

みなすことができる等温位線は、山脈風下側で18時に

かけて振幅が大きくなっており、山岳波の発生・発達

を示唆している。また、午前中に寒冷前線が通過し、

白河の気圧は上昇傾向となるが、14時過ぎから下降に

転じ、風速も強まっている。宮城県の暴風判定フロー

チャートでは、気圧の低下を総観場の水平気圧傾度と

してではなく、おろし風が発生したことで地上気圧が

局地的に低下することに着目し、警報発表のトリガー

としている。白河の事例でも同様な傾向がみられるこ

とから、強風予測ワークシートによる判定の他にメソ

解析断面図による解析や、気圧変化も参考にするなど、

適用条件を増やすことで警報の見逃しを減らすことが

できると考える。 

 

6．まとめ 

 福島県の暴風について、統計的な傾向を把握するこ

とができた。また、強風予測ワークシートの検証を行

い、改善すべき点を見出すことができた。今後は強風

予測ワークシートの改善と、適用条件を増やし、より

精度の高いワークシートの作成を目指すとともに、予

報作業ガイドブックに反映させたい。 

 
参考文献：2018年東北地方調査研究会 

ひまわり8号を用いた予報技術向上の検討(第2報) 

第5図 2013年3月10日 白河09時～21時 観測値 

第2表 強風予測ワークシートの検証(2013年～2018年) 
郡山 適中率 空振り率 見逃し率 捕捉率 バイアススコア スレットスコア

2013年 0.91 0.78 0.18 0.82 3.7 0.21
2014年 0.92 0.94 0.00 1.00 15.5 0.06
2015年 0.89 0.93 0.25 0.75 10.8 0.07
2016年 0.94 0.88 0.00 1.00 8.7 0.12
2017年 0.92 0.91 0.00 1.00 11.0 0.09
2018年 0.94 1.00 1.00 0.00 21.0 0.00

白河 適中率 空振り率 見逃し率 捕捉率 バイアススコア スレットスコア

2013年 0.92 0.78 0.67 0.33 1.5 0.15
2014年 0.94 0.71 0.67 0.33 1.1 0.19
2015年 0.95 0.58 0.33 0.67 1.6 0.34
2016年 0.96 0.88 0.89 0.10 0.8 0.06
2017年 0.96 0.56 0.36 0.64 1.5 0.35
2018年 0.97 0.75 0.90 0.10 0.4 0.08

相馬 適中率 空振り率 見逃し率 捕捉率 バイアススコア スレットスコア

2013年 0.88 0.93 0.00 1.00 15.0 0.07
2014年 0.92 0.97 0.00 1.00 31.0 0.03
2015年 0.89 0.95 0.33 0.67 13.3 0.05
2016年 0.93 0.93 0.00 1.00 14.5 0.07
2017年 0.92 0.88 0.00 1.00 8.5 0.12
2018年 0.95 1.00 - - - 0.00

第4図 2013年3月10日15JST 地上天気図 

第6図 2013年3月10日 メソ解析 左：12JST 右18JST 
(塗分けは東西成分の風速を示す。★：白河の位置) 

★ 

★ ★ 

A 
B 

A B A B 白河 白河 
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秋田県における東よりの風による強風害について 
天城 正人、☆髙野 一生（秋田地方気象台）  

１．はじめに 

秋田県の東よりの強風については、県内の強風に関

する観測データを用いた全般的な調査（中塚 1998 な

ど）において総観場の特徴についての言及、低層の強

風に関する数値実験（村元ほか 2005）では発生機構

について解析が行われている。本稿では県内における

東よりの強風事例について、過去の観測データを、気

象災害報告とあわせて調べることで、データの特徴や

災害発生時の総観場をまとめた。また、東よりの強風

に関する知見を得るため、直近で発生した災害例であ

る、2019 年 5 月 20 日の事例について解析した。 
 

２．観測データ等による調査 

調査したデータは 1989 年 1 月～2018 年 12 月（30
年分）の秋田県内で風向風速計を設置している全アメ

ダス観測データで、平均風速 10 ㎧以上となった時別

データ（以降、「調査データ」とする）を対象とした。

なお、本稿では「東より」を NE～SE、「西より」は

SW～NW を指し、「強風」については平均風速 10 ㎧

以上で用いることする。 
調査データからは、以下のことがわかった。 

① 強風時の風向は、西よりは約 90%に対し、東より

は約 4%と非常に少ない（図 1）。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 調査データ（時別値）でみた場合ではあるが、東

よりの強風の時別値（データ数：1673）で警報基

準の 8 割を超えたのは 25、基準を超えたのは 2
しかなかった。 

③ 強風を観測したときの時間は、日中にやや多くな

る傾向があり、東よりに限定しても同様の傾向が

みられる（図略）。 
④ 東よりの強風は、4~6 月と 9 月に多い（図略）。 
⑤ 東よりの強風を観測するアメダス地点としては、

「能代」や「秋田」など、沿岸で観測することが

多い。内陸においては、「湯沢」で観測すること

が多い。（図 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 なお、長期間のデータを利用したため、観測所の移

設や周辺環境・風向風速計の高さの変化などの影響と

推定される観測データの変化もあった。例えば「田沢

湖」、「横手」では、2000 年以前は東よりの強風を観

測していたが、それ以降は観測されない一方、同じく

内陸の「湯沢」では 2000 年以降も観測している等が

挙げられる。どのような要因があるかなどは、今回検

討は行っていない。 
 次に、東よりの強風による災害事例を調べるため、

調査データのうち、県内アメダス地点のいずれかで東

よりの強風が観測された日（360 日）に絞り、気象災

害報告の「強風害」の報告を調査した。207 件あった

報告の内、東よりの強風が要因と強く考えられるもの
※２が、13 件あった（表１）。各事例の総観場は、秋田

表 1 東よりの風で被害が発生したと強く考えられる事例と総観場 

※1 重複する風向（NE、SE、SW、NW）があるため、割合（％）は 100 を超える。 
※2 被害地点や時刻がはっきりしており、近傍の観測地点で東よりの風が観測されている事例や、被害地点が市町村単位であったり 

時刻がはっきりしなかったりしていても、期間中に東よりの風が観測され続けている事例を抽出した。 

図 1  調査データの風向と割合※1 
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図 2 調査データ中の東よりの強風を観測した地点とデータ数 

年月日 2017/8/8 2015/9/9 2015/8/26 2013/4/7 2012/6/19～20
総観場 台風 台風 低気圧 低気圧 台風
年月日 2012/4/22 2011/7/21 2010/4/27 2008/4/19
総観場 東高西低 台風 東高西低 低気圧
年月日 2004/10/10 1998/1/15 1993/9/4 1991/2/15～16
総観場 低気圧 低気圧 台風 低気圧

北より 東より 南より 西より
（％） 12 4 12 90
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県の南方象限に位置する台風（台風から変わった低気

圧）によるものが 6 件、秋田県の南を通る、または日

本海から近づく低気圧によるものが 5 件、東北地方周

辺に擾乱はないものの、冬型とは逆に東高西低の気圧

配置となっているものが 2 件となっていた。 
 
３．東よりの強風事例の解析（2019 年 5 月 20 日） 

 東よりの強風事例の知見を得るため、横手市で午前

11 時頃に解体工事中の小学校校舎のトタン屋根の飛

散、秋田市・大仙市で屋根の飛散等の被害が発生した

2019年5月20日の強風事例について解析を行った。 
地上天気

図（図 3）
では、東高

西低の気圧

配置となっ

ている。県

内では概ね

南東風が観

測され、日

最大風速（日最大瞬間風速）は、アメダス「横手」で

は 7.9 ㎧（16.9 ㎧）、「湯沢」では 10.8 ㎧（17.5 ㎧）、

「秋田」では 12.9 ㎧（20.4 ㎧）を観測した。風上側

にあたる宮城県においても南～東よりで同程度ない

し若干強い程度の風速を観測していた。 
東～南よりの風向は地形的に奥羽山脈によって遮

られるが、風上側と同程度の強風を観測したことにつ

いて、メソ解析や、JMANHM を用いて検討を行った。

メソ解析の秋田～仙台付近の断面（図 4）では、山岳

の風上側で上昇流が、風下側で下降流を解析し、下降

流域で風速が強まっている。JMANHM による格子間

隔 2 ㎞の再現実験（実験設定：表 2）でも同様に、20
日朝～夜に下降流域の風速強化が計算されているが、

特に夜は等温位線の傾きが大きい、よどみ層の下部で

風速が大きい等の特徴から共鳴内部重力波の発生が

示 唆 さ れ る

（図 5）。実際

の観測データ

でも「横手」

や「湯沢」等

では日中とは

別のピークが

夜に見られる

地点もあった。

横手市で被害

の発生した昼

頃はそのよう

な特徴は確認できなかったが、地上付近から 1 ㎞の下

層で、日中を通して温位が一定となっていた（図略）

ことからも、対流混合による風速強化が推察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．まとめ 

調査データから東よりの強風の特徴がわかった。そ

の中で「東よりの強風が観測される頻度は少なく、風

速も警報基準を超えることはほぼない」ということが

わかっていたが、気象災害報告からは、東よりの風に

よる強風害は平均して 2 年に 1 件弱程度は発生して

おり、知見の蓄積が必要であると感じた。 
 また、東よりの強風事例（2019 年 5 月 20 日）の

解析では、過去も災害が発生している東高西低の総観

場であり、アメダスデータ、メソ解析、JMANHM の

再現実験から、日中の対流混合層の発達、夜間は共鳴

内部重力波により下層風が強化された可能性がある

ことがわかった。 
 
 
参考文献 
中塚斉 1998：秋田県における強風について、平成 10 年仙台管区
調査研究会資料 
村元賢一、三浦有加 2005：低層強風に関する調査、平成 17 年仙
台管区調査研究会資料 
高野健志 2012：山岳波理論の整理と事例解析、東北技術だより

Vol.26 No.1 

図 4 2019 年 5 月 20 日 09JST メソ解析（右図：上昇流（カ
ラー）風速（赤線）左図：断面の位置 

A B B 

図 5 JMANHM（2 ㎞）計算結果（2019 年 5 月 20 日 21JST） 
風速（カラー）、温位（黒線）断面の位置は図 4 と同じ 

図 3 2019 年 5 月 20 日 09JST 地上天気図 

A 

表 2 JMANHM の計算設定 
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2019 年 3 月 31 日の秋田における凍雨事例の解析 

☆岩場遊（秋田地方気象台） 

【要旨】 
 2019 年 3 月 31 日、秋田では稀な現象である凍雨が観測されたため、事例解析を行った。凍雨が観測された時

間帯、地表付近での低温化が見られたが、気温の逆転層は確認できなかった。凍雨の観測された場所では周辺に

比べて雲が発達しており、上空で成長した氷粒子が融解せずに地表に到達していたと考えられる。 
 
1. はじめに 
 凍雨は、一般には気温の逆転層によって生じる現象で、

上空の暖気層で融解した降雪粒子が地表付近の冷気層で再

び凍結したものである。直径5 mm未満の透明な氷の粒の

降水で、氷あられと似ているが、氷あられが対流性の雲か

ら降るのに対して、凍雨は層状性の雲から降るという違い

がある。本調査では2019年3月31日の事例を解析し、凍

雨の要因を考察した。 
 
2. 過去の観測事例 
 秋田では 1989 年 4 月 1 日以降の 30 年間で凍雨が 7 回

観測されている。表 1 に、各事例の特徴を示す。なお、表

中の気温、相対湿度、風は正時の値で、凍雨が観測された

時刻が正時を含まない場合は、降る前の正時の値である。

総観場の特徴は、ほとんどの事例が日本海に低気圧がある

か、温暖前線の前面であった。地上気温は全事例でプラス

となっており、雨に伴って降っている事例や、凍雨の前後

の降水が雨やみぞれである事例が多かった。高層観測では

0 ℃以上の層の下に0 ℃以下の層がある事例はなく、再凍

結降水をもたらす典型的な鉛直プロファイルは見られなか

った。風は1事例を除いて東南東～南東5～8 m/s程度と共

通していた。秋田の卓越風向は雄物川の谷筋に沿った東南

東～南東で、低気圧や温暖前線の前面では特にこのような

風が吹きやすいと考えられる。 
 
3. 実況 
 2019年3月31日の事例では、12時00分から12時10
分と、12時40分から13時15分に凍雨が観測された。図

1は地上の観測値である。10時以降気温が低下し、凍雨が

降った時間帯は2～3 ℃だった。図2は09時のエマグラム

である。925 hPa付近に弱い逆転層がみられ、その下は乾

燥している。しかし、900 hPa以下は0 ℃以上で、再凍結

降水をもたらすような成層は見られない。 
図 3 は 09 時の地上天気図である。秋田山形県境の沖合

に低気圧があり、秋田市は北東象限に入っている。図 4 は

13時のレーダー降水エコーである。秋田市付近に相対的に

強いエコーがあり、これが凍雨に対応していると考えられ

る。 
 
4. 客観解析 
 以下では局地解析の結果を示す。解析値にない要素（鉛

直風速）はLFM のFT=1 で代用する。図 5 に水平方向に

10格子平均した850 hPa上昇流と高度、気温を示す。秋田

県付近は傾圧帯となっていて、南西方向から流入した暖気

が滑昇している。図6はLFM（FT=1）の12時の950 hPa

図2 09時エマグラム 

図1 秋田の地上観測値と凍雨観測時刻 

図4 13時のレーダー降

水強度 
図 5 LFM(FT=1) 12 時 

10 格子平均の鉛直風速、

高度（黒線）、赤線（気温） 

表 1 秋田の過去の凍雨事例 

図3 09時地上天気図 
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気温と、鉛直風速の断面図である。10格子平均の上昇流（図

5）と比較すると、広く温暖前線の性質をもった上昇流域と

なっている中で、局地的に上昇流の強い部分があることが

わかる。南側の上昇流域は秋田市付近にあり、925 hPa以

下の傾圧帯に対応している。 
図7は秋田における相対湿度の時間断面図と、13時のエ

マグラムである。11時頃までは高層観測（図3）と同様に

下層が乾燥していたが、12時以降は湿潤になっている。ま

た、逆転層は見られないが、13時には 950 hPa～900hPa
付近で0 ℃前後の安定な成層が出現している。これらから、

12 時頃に降水が始まり、13 時には凍雨に対応する降水が

表現されていると考えられる。 
図 6 の気温と風の分布をみると、秋田市の南で温度傾度

が大きく、対応して南西風と南東風のシアーがみられる。

シアーの北側の雄物川沿いでは、11 時から 12 時にかけて

低温化し、13時にかけて低温が維持されていた。この低温

化によって温度傾度が強化されており、気塊の持ち上げに

寄与している可能性がある。上流側（風上側）からの冷気

の移流は見られず、また、11時まで下層が乾燥していたこ

とから、低温化の要因として降水の蒸発が推測される。 
 
5. JMA-NHMによる再現実験 
水物質の状態を調べるために、JMA-NHMを用いて、表

2 の設定で再現実験を行った。総観場は概ね再現されてい

た。以下では2 km実験の結果を示す。 
図 8 は 15 時のモデル面第 2 層におけるあられ混合比と

気温である。由利本荘市付近で地表付近にあられが計算さ

れている。気温や風の分布も13時の局地解析に近いことか

ら、この部分を解析した。図 9 はこの地点におけるあられ

混合比と鉛直風速の時間断面図である。15時～15時30分

にかけて、概ね1.5 km以下であられが計算されている。再

凍結降水ではなく、上空で成長した氷粒子が融解せずに地

表に到達している。また、あられの上方では比較的強い上

昇流があり、対流が表現されている。したがって、相対的

に上昇流が強い部分で氷粒子が成長し、下層が低温化して

いたため、融解せずに地表に達し、凍雨として観測された

と考えられる。 
 
6. まとめ 
 2019 年 3 月 31 日の凍雨事例の解析を行った。一般的

な凍雨の要因とされる気温逆転層は確認できなかった。層

状性の雲の中の比較的上昇流の強い場所で成長した氷粒

子が、地表付近が低温化していたために融解することなく

地上に到達し、凍雨として観測されたと考えられる。性質

は氷あられに近いが、過去の凍雨事例でも似た特徴をもつ

事例が多く、同様のメカニズムで凍雨が観測されていた可

能性がある。 
 
 
参考文献 
松下拓樹、 西尾文彦、2004: 着氷性降水の気候学的特徴と地域性につ

いて. 雪氷, 66, 541-552. 
堀直登、阿曽知子、上野純一、2018：山形盆地における再凍結降水（凍

雨・着氷性の雨）の JMANHMによる調査、平成29年度NHM（非静

力学数値予報モデル）技術検討会 

表2 NHMの計算設定 

図6 局地解析 12時（FT=1） 
左：950 hPa気温 右：鉛直風速、気温（赤線） 

図 9 あられが計算された

地点の時間断面図 
あられ混合比、鉛直風速

（黒線） 

図7 局地解析 秋田 
左：相対湿度、気温（黒線） 右：13時エマグラム 

図8 モデル面第2層 
あられ混合比、気温（黒線） 
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関東平野に発生する沿岸前線の MSM 予報バイアスに関する解析  
*鈴木健斗 ,  岩崎俊樹 ,  山崎剛  (東北大院理 )  

 
1. はじめに 

気象庁の 5km メッシュのメソスケール数値予報モデ

ルは、関東平野の沿岸付近に形成される局地前線（いわ

ゆる沿岸前線）を実況より内陸側に（寒気側に）予報す

る傾向があることが指摘されている。[1] 
本研究ではこれまでに、2015-2018 年において温暖前

線の通過後に発生した沿岸前線に対する統計解析を行

い[2]、初期値に誤差が無くても、予報時間が 5 時間程

度より経過すると降水の有無にかかわらず前線位置が

実況より内陸側へずれる系統的誤差（予報バイアス）が

発生することを明らかにした。また、系統的誤差は関東

平野を囲む山による寒気の障壁効果をモデルで過小評

価することが原因である可能性が推察された。 
本研究では MSM 予報にバイアスが現れた典型事例

を対象に、水平解像度、Envelope Orography、物理過程

を変更した数値感度実験を行った結果、バイアスの原

因は物理過程ではなく、数値モデルの山岳が実際より

低いことが主因であると結論づけられた。本予稿では

地形表現に着目した数値実験(水平解像度、Envelope 
Orography)の結果を紹介する。 

 
2. 数値実験の方法（CTL） 
 本研究では非静力学モデル JMA-NHM(Saito, el.al 
2006)を用い、関東地方を中心とする 1000km 四方の領

域で水平解像度 5km の数値計算を行った。初期・境界

値は MSM 解析値を用いた。数値実験を行った 3 事例

は以下の通りである。 
CASE 1 : 2018/03/08 09:00 ~ 2018/03/09 09:00 (JST) 
CASE 2 : 2017/02/22 21:00 ~ 2017/2/23/15:00 (JST)   
CASE 3 : 2019/02/03 09:00 ~ 2019/02/04 09:00 (JST) 

3 事例はいずれも、日本海又は日本付近を低気圧が東

進していた。温暖前線の通過後に関東平野内陸部にト

ラップされた寒気と、海から吹き付ける南寄りの風と

の間に沿岸前線が発生した。CTL 実験ではいくつかの

要素で MSM とほぼ同じ設定を用いた。（水平 5km 格

子、陸面データに国土数値情報 3 次メッシュデータ（平

成 9 年度版）、境界層スキームに MYNN、地形データに

GTOPO30 メッシュデータ） 
 

3. 感度実験の方法  
・水平解像度 
予報バイアスが山による寒気の障壁効果が足りない

ことが原因とすれば、水平解像度を上げることで地形

の再現性向上が期待される。モデルの水平解像度を

5km から 1km または 2km に細かくした実験を行った。 
・Envelope Orography 

CTL 実験（5km メッシュ）におけるモデル地形を

Envelope Orography に変更した。CTL でのモデル格子

点の標高は、モデル格子内に含まれるすべての

GTOPO30 標高データの平均から与えられる(Mean 
Orography、図 1a)。したがって、山の稜線付近を考え

たとき、稜線付近のモデル地形標高が実際の標高より

下がる場合が生じる。そこで、モデル格子内における

GTOPO30 標高データの最大値をモデル格子に与え、

稜線の高さを維持するような地形 (Envelope 
Orography、図 1b)を作成し、感度実験（EO_5km 実

験）を行った。  

 
図 1: 左図(a)はCTL 実験に使用した、GTOPO30 の格子平均

値から作成したMean Orography 地形、右図(b)は GTOPO30

の格子最大値から作成した Envelope Orography 地形。 

 

4. 結果 
・水平解像度 
水平解像度を 5 ㎞から 2km 及び 1 ㎞に高解像度化した

ことで、3 事例における沿岸前線の誤差距離（観測と

CTL実験の誤差距離を100％とした）は平均して27%、

37％それぞれ減少した。 
・Envelope Orography 

- 25 -

題目番号 13



 
 

図 2 に、CASE1 における CTL 実験と EO_5km 実験

における地上気温・風の計算結果を示した(2018 年 3 月

9 日 03JST）。等温線が混んでいて風のシアがあるライ

ンが沿岸前線に対応し、関東平野を北東～南西方向に

伸びている。EO_5km 実験では沿岸前線の位置が CTL
実験よりも海側（南東側）にシフトしたことが分かる。 

EO_5km 実験では沿岸前線位置を実況に近い位置に再

現し（図略）、3 事例における誤差距離は平均 80％以上

減少した。 
図 3 に図 2 で示した Line AB 上における、CTL 実験

と EO_5km 実験の温位の鉛直断面図を示した。CTL 実

験に比べ、EO 実験では寒気の厚さが厚くなっていたこ

とが分かる。山が障壁になることで寒気の鉛直方向の

厚みが増し、水平方向にも寒気が広がったことで、沿岸

前線が海側にずれたことが考えられる。 

 

 
図 2 : CTL 実験（左図）と EO_5km 実験（右図）における地

上気温と地上風速(2018 年 3 月 9 日 03JST）。シェードと実線

（１K ごと）は地上気温（℃）。 灰色のシェードは標高が 200m

以上の地域を示す。直線 AB は図 3 の鉛直断面線。 

 
図 3: 図 2 で示した直線 AB 上における、CTL 実験と EO_5km

実験の温位の鉛直断面図（図 2 と同時刻）。シェードと実線（１

K ごと）は温位 (K)を表す。黒のシェードは地形。 

 
5. 考察 
沿岸前線の多くは関東平野北西側の山岳の南東斜面

において捕捉された寒気により形成されるものと考え

られる。Envelope Orography において沿岸前線が海側

に移動した理由を、マルグレスの 2 層モデルの概念を

拡張して考察した。図 4 で示したように二つの均質な

気団が不連続面を境として接していて、それぞれが不

連続面に平行に地衡風運動をなして平衡を保っている

場合、前線の傾斜角は力学的バランスでおよそ決ま

る。山の稜線が高くなれば前線は海側にシフトし、冷

却により補足された寒気が強くなれば、傾斜角が小さ

くなり海側にシフトする。EO_5km 実験では山の稜線

の高さが CTL 実験よりも上がることによって、寒気

の関東平野部への張り出しが大きくなった。

 
図 4：マルグレスの 2 層モデルの概念図 

6. まとめ 
沿岸前線の予報バイアスは、主に数値モデルの山岳

が実際より低いことが原因と結論づけられる。山の稜

線の高さを維持した EO_5km 実験では予報バイアスが

ほぼ解消した。水平解像度を 1km にした場合、誤差距

離（予報バイアス）が 37％減少することが分かったが、

さらに水平解像度を上げることでバイアスがさらに減

少する可能性がある。ただし、それには水平解像度約

1km 相当の GTOPO30 地形データより細かい地形デー

タが必要になるため、今後の課題になるだろう。 
Envelope Orography では山脈の尾根の標高を維持で

きる一方で、地形全体、特に谷や盆地の標高が実地形よ

り高くなる弊害も生じる。特に EO_5km では谷筋や盆

地の標高が実地形より大幅に上昇する場所もあり、悪

い副作用が起こる可能性は高い。水平解像度 2 ㎞や 1
㎞で Envelope Orography を使用する方がより悪い副作

用が小さいだろう。 
沿岸前線の予報については Envelope Orography を用

いることで、本研究で議論した系統的なバイアスを取

り除ける可能性が高い。ただ、個々の事例に関しては、

寒気の生成に関わる降水蒸発や放射冷却などの他の物

理過程の再現性が悪い場合、前線の位置が上手く予報

できないことは留意すべきである。 
7. 参考文献 
[1] Hara, T., 2014: Text book for numerical weather prediction. Japan 
Meteorological Agency. 47, 118-144. 
[2] 2019 年度気象学会春季大会予稿集 p299 
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科学教育用数値実験ソフトの開発 

—中学校理科 Web-CReSS SE の活用に向けて— 

 

○佐々木恒，名越利幸 

SASAKI Koh, NAGOSHI Toshiyuki 

岩手大学教育学部 

 

１． はじめに  

 中学校理科の気象領域は，雲や雨を除き，目に見

えない大気を対象としている。また，気象現象は

時々刻々と変化するため再現ができないため，理解

が難しい領域の一つである。 

 そこで，本研究室では，数値実験ソフトである

CReSS を用いて，気象現象をシミュレーションで再

現することにより，気象領域への理解を深めること

ができる教材の開発を行ってきた。 

本研究では，科学教育用CReSSの実用化における改

善点を先行研究より明らかにし，改良及び授業実践

による検証を試行する。  

 

２． 科学教育用CReSSについて  

1）「CReSS」とは  

「CReSS(Cloud Resolving Storm Simulator)」とは，

名古屋大学宇宙地球環境研究所で開発された，広く

一般に公開されている国産フリーソフトである。 

 CReSS のプログラムは FORTRAN 言語で書かれてい

るため，本来はUNIX上で動くソフトである。したが

って，一般の教育現場で広く普及している Windows

のPCでは，CReSSを動作させることができない。そ

のため，仮想の UNIX 環境を作る VMWare Player を

用いて，仮想マシン環境でLinuxを稼働させる。こ

れによって，Windows の PC で「CReSS」の動作が可

能となる。 

2）「 科学教育用CReSS」とは  

 前述した「CReSS」は，研究目的で開発され，大学

や研究機関で使用されている。計算や結果の描画等

の操作はコマンド入力で行うため，CReSS をそのま

ま教育に利用して，中学生に操作させることは困難

であると考えられてきた。そこで，藤原（2016）は，

中学生が自分自身の手で計算の条件設定が行える

ように簡略化された「教育用のインターフェース画

面」を作成することを考案した 1）。 

 その結果，開発されたインターフェースは，Webア 

 

プリケーションであるGoogle Chromeを用いて，図

１のように描画される。Google ChromeはPCの初期

状態における既存のブラウザとは異なり，Linux と

の親和性が高い。そのため，これを用いることによ

りWindowsのバージョンによらずLinuxから立ち上

がり，CPU とメモリーのみを使用し「起動―終了」

させることができる。 

 このようにして完成した一連のプログラムを，

「Web-CReSS SE（Science Education）」と命名した。 

 

図１ 改良前のWeb-CReSSトップページ 

 

３． 科学教育用CReSSの改良に関して  

 実用化に向けた改良を行うにあたって，先行研究

における課題と改善点を検討し，科学教育用 CReSS

の改良要望書を作成した。この要望を基にしたソフ

トウェアの改修を，中部電力 CTI IT ソリューショ

ン事業部に外注した。 

 主に，ソフトウェア起動の自動化や，再実験や計

算の中止の手順の簡略化，実験領域の拡張などのシ

ステム面に関する改良の他，中学生が扱いやすいイ

ンターフェースへの改良を行った。また，今回のバ

ージョンアップでのWeb-CReSS SEの完成を目指し，

記載する情報の追加や，現在のバージョンで発生し

ている不具合の修正なども併せて行うこととした。 
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４． Web-CReSS SE Ver.3について 

 基本的に改良要望に沿って，「Web-CReSS SE」の改

修が行われ，その結果としてまず，インターフェー

スは，図2，図3のように改善された。図2の背景

は動画ファイルとなっている。 

 
図2 Ver.3のトップページ 

 
図3 Ver.3のインターフェース画面 

 それぞれの実験ごとの画面では，計算終了後にど

のような結果を見ることができるのかという見本

や，実験の概要が表示されるようになった。また，

画面上部の Web-CReSS SE のロゴをクリックするこ

とにより，トップページにジャンプできるようにな

った。 

 システム面では，本教材を授業で活用するうえで

重要な改良として，ソフトウェアの起動の自動化だ

けではなく，Google Chrome及びVMWare Playerの

存在の確認とインストールが起動時に自動で行わ

れるようになった。また，再実験や計算を停止させ

る際に，ソフトウェアを再起動させる必要はなくな

り，ボタン操作で容易に行えるようになった。 

 また，技術的な問題により，結果画面における英

語表記の日本語変換や，断面図表示する地点の選択

の改良は行なわれなかった。そのため，英語表記に

ついては，生徒用に日本語との対応表を作成するこ

とで対処することとした。 

 

５． まとめ 

 今回開発されたWeb-CReSS SE Ver.3では前回の

バージョンと比べて実用的な改良が施された。これ

に細かい部分の修正を加え，完成版を作成する。ま

た，授業用に，生徒向けのマニュアルや，英語表記

と日本語の対応表を含む学習プリントの作成を行

う。 

 完成版が届き次第，台風を題材とした授業実践を，

岩手県盛岡市内の公立中学校にて行う。これによっ

て，数値実験や，条件ごとの実験結果の違い（図4）

から，生徒がどのような学びを得られるのか検証す

る。また，本教材を授業者が扱う上でのアクセシビ

リティなどについても同時に検証する。 

 

図4 条件ごとの結果の違い（台風） 

 

６． 参考文献 

1） 藤原(2016)：中学校理科における「気象数値実験

モデル」を用いた教材に関する実践的研究 岩手

大学大学院修士論文 

2） 黒坂(2018)：気象数値実験ソフト「Web-CReSS for 

Education」を用いた中学校理科における実践的

研究 岩手大学大学院修士論文 

3） 大町(2019)：理科教育における気象数値実験ソフ

トの教材開発 岩手大学教育学部卒業論文 

4） 中部電力CTI：科学教育用CReSS取扱説明書 

- 28 -

題目番号 14



盆地霧の数値シミュレーション 

−岩手雫石の事例− 

 
◯菱 満貴・名越 利幸 

HISHI Mizuki，NAGOSHI Toshiyuki 
岩手大学教育学部 

 
 

１ 研究の背景 

 岩手雫石盆地は，晩春と晩秋に濃霧に覆われる．石

森・名越(2016)1)は，その霧の構造の解明をねらいとし

たドローンによる観測を行った．小川・名越(2017)2)で

は，その観測をもとに霧の数値シミュレーションが行

われ，霧の発生を確認したが構造解明までには至らな

かった． 

 岩手雫石盆地に発生する霧は，放射霧であることか

ら，計算過程に大気からの上・下放射を考慮する必要

がある.しかし，これまで本研究室のCReSSには，計算

過程に大気の放射過程が含まれておらず，霧の発生が

困難であった．2019年2月に大気の放射過程を含む最

新のCReSSが本研究室に導入された．本研究では，そ

のCReSSを用いて霧を再現し，その構造や発生原因の

解明に迫る． 

２ 方法 

（１）CReSSとは 

名古屋大学宇宙地球環境研究所坪木研究室で開発さ

れた雲物理過程に特化した非静力学気象モデルであ

る．  

（２）小川（2017）の計算を基にした設定 

小川（2017）によるスーパーコンピュータでの計算

設定を基にして，数値シミュレーションを行った．計

算時間は，初期時刻を2015年11月19日12時として

24時間，計算領域は，39.61N，140.87Eを左下座標と

して，30 km×30 km，鉛直格子間隔dzminは，20 mに

設定した．初期値・境界値として気象庁メソ解析(水平

解像度5km)を利用した． 

表１ 計算設定 

格子数（x,y,z） 63,63,70 

格子間隔［m］（x,y,z） 500,500,120 

ストレッチング［m］ dzmin 20 layer1 900 

初期時刻 2015/11/19 12:00 

計算時間 86400 s (24h) 

積分時間間隔 [s] 0.25 

３ 結果 

（１）鉛直格子間隔20 mでの計算と結果 

 図1は，石森(2016)の観測地点を通るよう，11月20

日午前6時の霧のx-z断面を描いたものである．小川

(2017)は，霧と判断できる雲水量の値を 1.0×10-5

［g/m3］程度としているのに対し，今回の値は，1.2×

10-13［g/m3］程度であり，非常に小さくなっている．従

って，スーパーコンピュータでの計算設定を基にした

数値シミュレーションでは，霧の発生は認められなか

ったと言える．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ dzmin 20の結果(2015/11/20 06:00) 

（２）鉛直格子間隔10 mでの計算と結果 

 Ito et al.(2019)3)は，鉛直格子間隔dzminを10 m

に設定することで霧を再現している．従って，dzminを

10 mに変更し，再度数値シミュレーションを行った．

図1と同様に霧を描いた結果が図２である．  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ dzmin 10の結果(2015/11/20 06:00) 

 雲水量の値は3.0×10-4［g/m3］程度である．この

値は，霧と判断できる大きさであり，現実に近い霧の

発生が認められたと考える． 
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4:00 4:30 5:00 

7:00 

6:00 

8:00 8:30 9:00 

5:00 6:00 ４ 考察 

 霧の発生が認められたため，その霧の構造について

詳しく調べていく． 

（１）霧が発生する時間帯と領域 

 雫石盆地の標高は，200 m程度である．雫石盆地に

ついて，鉛直方向10 m毎に霧のx-y断面を描いた．図

3は,高度255 mでの時間ごとの霧の様子である．カラ

ーバーの境界値は図2と同様である．描いた霧の様子

から，霧は，午前4時30分頃に発生し，午前8時30

分頃まで存在していることが認められた．これは，石

森・名越(2016)の観測とほぼ一致する． 

図４は，高度255 mにおける霧が発生する頃の変化

の様子である．この様子から，霧は雫石盆地の北に位

置する斜面から発生していると考えられる．   

 

 

 

 

 

図４ 発生時の霧の様子(高度255m) 

また，同時刻における霧の様子を高度で比較して見

ていくと，霧の上端は，高度400 m付近であること,霧

は，標高の高い位置で発生し，徐々に斜面を下ってき

ていることが分かった． 

（２）霧と風の様子 

 次に，霧と地表面の風の様子を描いた．図５は，高

度255 mにおける霧と風の様子である．霧が発生する

頃，盆地内では北寄りの風に変わり，霧が北寄りの風

に流され，移動している．また，霧が存在している時

間には，盆地内の風が弱まることが確認できる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 霧と風の様子 

５ まとめ 

 CReSS による数値シミュレーションでは，計算過程

に大気の上・下方向の放射過程を導入し，鉛直格子間

隔を10 mに設定することで，霧の発生が確認された． 

 また，雫石盆地に発生する霧は，午前4時30分頃に

発生し，午前8時30分頃まで存在すること，盆地の北

の斜面から発生することが言える．そして，盆地内の

風が北寄りの風に変わる頃，霧が発生し，北寄りの風

に流され移動すること，盆地内の風が弱まることで，

放射冷却がきき，霧が盆地に存在することが言える． 

６ 今後の展望 

 最新のCReSSを用いて霧を発生させることが可能で

あることが確かめられた．今回の計算の結果を生かし，

岩手県沿岸部における霧を伴う「ヤマセ」について数

値シミュレーションを行い，詳しく解析を行っていく． 

参考文献 

１） 石森明洋, 2016:岩手県雫石盆地で発生する霧の観測的研
究, 岩手大学教育学部卒業論文. 

２） 小川浩輝, 2017:岩手雫石盆地の霧に関する数値的研究,岩
手大学教育学部卒業論文. 

３） Ito et al. , 2019 : A Numerical Study of ‘‘Hijikawa-Arashi’’: A 
Thermally Driven Gap Wind Visualized by Nocturnal 
Fog ,JAMC,June2019,p1293-1307, AMS

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 時間毎の霧の様子(高度255m,2015/11/20) 

4:30 4:40 4:50 5:00 
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レーザー分光法による大気中 N2O および CO 濃度連続観測システ

ムの開発と南極・昭和基地における大気観測への応用 
 

◯赤井章吾、森本真司、李偉(東北大院・理)、後藤大輔(極地研)、青木周司(東北大院・理) 
 
1. はじめに 
 代表的な人為起源の温室効果ガスとして、二酸化

炭素(CO2)、メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O)が挙げ

られる。このうち N2O の大気中濃度は CO2の 1000
分の 1 以下であるが、赤外線吸収効果は CO2の 200
倍以上であり、その気候変動への寄与は無視できな

い。また、N2O は触媒的に成層圏のオゾン(O3)を分

解することから、フロンガス類の排出が規制されて

いる現在、オゾン層破壊の主要因となることが危惧

されている。そのため、大気中 N2O 濃度変動の実態

を把握し、その変動要因を理解することは重要であ

る。一酸化炭素(CO)は一般に温室効果ガスとは考え

られていないが、大気の重要な酸化剤である OH ラ

ジカルを介して CH4 の濃度変動にも密接に関係し

ているため、CO 濃度変動の把握は CH4濃度変動の

理解に繋がる。またバイオマス燃焼のトレーサー物

質としても有効であり、大気化学的にも重要な役割

がある。 
南極・昭和基地では、1983 年から現在まで継続し

て週に一度大気採取が行われている。採取された大

気試料は採取から 3〜14ヶ月後に日本に持ち帰られ、

N2O 濃度、CO 濃度の測定も行われてきた。しかし、

大気採取による観測では時間的に不連続なデータし

か得られず、試料の長期保存に伴う濃度変化の影響

が大きいという問題があった。また 2000 年からガ

スクロマトグラフ（GC）を用いた CO 濃度の現地連

続観測も実施されてきたが、GC の老朽化のため、

観測システムの更新が必要であった。 
本研究では大気中 N2O および CO 濃度の変動を

詳細に把握し、その変動要因を明らかにするため、

新たに大気中 N2O および CO 濃度の連続観測シス

テムを開発した。本システムを昭和基地に設置し、

2019 年 1 月 16 日より大気中 N2O および CO 濃度

の連続観測を開始した。本発表では、開発した観測

システムの概要とこれまでに昭和基地で観測された

N2O・CO 濃度の変動について紹介する。 
 
2. 観測システム概要 
 本研究で開発した観測システム(図 1)は Off-Axis 
Integrated Cavity Output Spectroscopy（OA-ICOS）
方式のレーザー分光分析計(Los Gatos Research 社

製 model N2O/CO r23)とガス・ハンドリングシステ

ム、システム制御・データ収録系で構成されている。 

 

 
 
 
レーザー分光分析計の主要部は中赤外半導体レー

ザー発振器、光学キャビティと赤外線センサーによ

り構成される。レーザー光は被分析大気試料が導入

されたキャビティ内に射出され、試料中の N2O およ

び CO によってその発振波数とそれぞれの分子数に

対応した吸収を受け、キャビティから一部が透過す

る。レーザー発振波数を対象気体分子（この場合は

N2O および CO）の吸収帯周辺で掃引し、透過光強

度を赤外線センサーが電圧に変換することによって、

ある波数区間における連続したスペクトル（波数と

吸収率の関係）を得ることができる。 
大気試料は、露点温度-80 度まで除湿され、そして

温度・圧力制御された後に光学キャビティに

120cc/min の流量で導入される。分析計の校正のた

め、あらかじめ N2O および CO 濃度を決定した 2 種

類の標準ガス(高濃度および低濃度ガス)の分析が 12
時間に一度、出力値のドリフトを補正するためにチ

ェックガス（大気レベルの N2O および CO 濃度）の

分析が 6 時間に一度行われ、標準ガスの分析値と大

気サンプル分析値の比較により大気中の濃度を決定

している。分析値は 1 秒平均値が出力されるが、 
データ収録系PCで1分平均値として保存している。 
本システムは、分析計内部の温度およびキャビテ

ィ内の圧力をそれぞれ 10-3 ℃台、10-3 Torr 台で精

密に制御することにより、大気中の N2O および CO
濃度をそれぞれ±0.14、±0.09 ppb（標準偏差）の高

精度で計測することを可能にした。 

図 1 : 観測システムの概要 
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3. 南極・昭和基地における大気中 N2O、CO 濃度

の連続観測 
本観測システムは、第 60 次南極地域観測隊・モニ

タリング研究観測計画の一部として昭和基地に搬入

し、昭和基地・観測棟に設置した。大気試料は、発

電機や居住スペースなど基地活動の影響を受けない

よう、基地の卓越主風向風上側に設置された大気試

料取り入れ口から吸引している。本システムによっ

て得られた測定データは現地のデータサーバに集積

され、インテルサット衛星経由のネットワークを介

して 1 日に一度国内側サーバーに送信される。2019
年 1 月の観測開始以降現在まで、ほぼ欠測なく観測

を継続しており、高精度時系列データが得られてい

る（図 2）。 
 図３に示すように、昭和基地の夏季（1 月後半か

ら 2 月）に、N2O、CO 濃度の数日スケールの顕著

な変動が観測された。昭和基地で連続観測を行って

いる CO2 濃度、O2 濃度の変動と比較したところ、

CO,N2O と O2 について正の相関、CO2 とは負の相

関関係が見られた。これらの変動を生じさせた空気

塊の起源を調べるため、NOAA/HYSPLIT システム

を用いて後方流跡線解析を行ったところ、N2O,CO
の高濃度空気塊は低緯度・海洋起源の大気が昭和基

地に輸送されており、低濃度空気塊は南極大陸や南

極大陸沿岸の大気が輸送されていた。 
 2019 年 8 月に N2O 濃度の数日スケールの増大が

観測された。N2O 濃度の増加と同時に現地風速の増

加と O2濃度の減少が観測されたが、CO には濃度変

動は見られなかった。N2O 濃度の短周期成分（336
時間カットオフ周期のスプライン曲線からの偏差)
は風速と明らかな関係があり、特に強風時(風速

20m/s 以上)に、N2O 濃度増加が顕著であった。この

時、昭和基地近傍には中心気圧 950hPa 程度の大き

な低気圧が接近しており、さらに O2 濃度の減少を

伴っていたことから、強風下で表層海洋の撹拌によ

って生じた高 N2O,低 O2 濃度気塊(Nevison et al., 
2004)が昭和基地に輸送されてきたと考えられる。

2019 年 8 月に観測された N2O の濃度増大は高々

0.2ppb 程度であったが、本システムによって、この

スケールの変動を捉えられるようになったことも特

筆すべき点である。 
 昭和基地での CO 濃度は 9 月頃から減少を始める

が(Morimoto et al., 2002）、2019 年 10 月に 10 日間

程度一時的な濃度増加が観測された。この変動は、

現地風速や他の温室効果気体濃度観測値から、基地

活動による汚染が原因ではないと考えられた。後方

流跡線解析(NOAA/HYSPLIT)の結果は、観測され

た高 CO 濃度空気塊が南米大陸付近から輸送されて

いることを示しており、バイオマス燃焼起源の CO
を昭和基地で捉えた可能性が高い。 
 
4. まとめ 
 レーザー分光分析計を用いた大気中N2O,CO濃度

連続観測システムを開発し、南極・昭和基地に設置

して、2019 年 1 月から現地連続観測を開始した。こ

れまでの観測で N2O と CO それぞれの特徴的な変

動が高い精度で捉えられていることから、今後観測

を継続することによって、それらの長期変動や大気

海洋間のガス交換、バイオマス燃焼に関する情報が

得られると考えられる。 
  
謝辞：本研究の一部は、第 60 次日本南極地域観測隊

のサポートを受けて実施された。 
 
 

図 3 : 大気中 CO2,O2,CO,N2O 濃度の夏季の変動 図 2 : 昭和基地で観測された大気中 CO,N2O 濃度の日平均値 
   + : Syowa CO , + : Syowa N O  
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海大陸周辺で発生する対流雲に対する 

エアロゾルの影響の定量的解析  
*大芦宏彰、岩渕弘信、Pradeep Khatri （東北大学院理）  

 
1. 導入 

 熱帯で発生する対流雲は地球全体のエネルギー収

支ならびに水循環に大きな役割を担っていることは

よく知られている。また、対流雲は成長段階におい

て形態が変化し、それに伴いエネルギー収支に与え

る影響も変化する。ゆえに、対流雲の形態変化を定

量的に理解することは非常に重要である。一方、大

気中のエアロゾルが対流雲の形態や降水に影響を与

えることが示唆されてきている。Fan et al. 

(2013)[1]では、エアロゾルの増加に伴い雲粒が小さ

くなり対流雲のライフタイムが増加することがモデ

ル研究により示されている。他にも多くの研究がな

されているが、主な対象領域はアマゾン領域や中国

域が多い。海大陸周辺での研究は比較的少なく、観

測から行った研究は稀である。本研究は観測、特に

静止気象衛星ひまわり 8号を用いて海大陸周辺で発

生する対流雲に対するエアロゾルの影響を定量的に

明らかにすることを目的とする。 

 

2. データ・手法 

 解析領域は[20 ̊S-20 ̊N、80 ̊E-180 ̊E]の海大陸周辺

の海洋上とする。解析期間は 2015 年の 7月、10 月、

12 月、2016 年の 1 月の計 4ヶ月である。雲の光学的

厚さ、雲頂高度、雲粒有効半径、鉛直積算雲水量は

ひまわり 8 号の 8-16 バンドのデータを用いた

Integrated Cloud Analysis System [2]から得る。

水平解像度は約 2km、時間解像度は 1 時間である。

その他気象場とエアロゾルのデータは再解析データ

である Modern-Era Retrospective analysis for 

Research and Applications, Version 2 (MERRA-2)

を使用する。解像度は経度方向 0.625 度、緯度方向

0.5 度であり、時間分解能は 1 時間である。エアロ

ゾルの指標として、エアロゾルの光学的厚さ(AOD)と

オングストローム指数をかけたエアロゾルインデッ

クス(AI)を用いている。AIはNakajima et al.(2001) 

[3]で提唱され、AOD よりも良いエアロゾルの粒子数

の指標だと考えられている。 
 対流雲ならびに巻雲の判定は以下のように行う。 

I. 雲頂高度が10km以上、雲光学的厚さが0.1以上

の領域を上層雲と特定。 

II. 雲光学的厚さが6以上の部分を対流核とする。 

III. 各対流核からアンビル領域を拡大していき、上

層雲の末端もしくは別の対流雲と接するまで

拡げる。 

IV. 上層雲のうち対流雲と断定されていない領域

を巻雲とする。 

 次に対流雲の大きさの指標を示す。 

(対流核の相当半径) = 対流核の面積
 

(対流雲の相当半径) = 対流雲の面積
 

 本研究では対流雲の追跡を行っていない。対流雲

はしばしば分割・併合が行われる。ゆえに、ひまわ

り8号で得られる対流雲のスナップショットひとつ

ひとつは必ずしも独立ではない。そこで本研究では

以下のような時空間平均を行ったものを独立したサ

ンプルとする。 

I. 時空間平均する領域は緯度方向4度、経度方向

5度、時間方向3時間とする。 

II. 対流雲の形態・物理量はそれぞれの対流雲の対

応する面積で重み付け平均を行う。例えば対流

核の雲頂高度は対流核の面積で、アンビル領域

の雲粒有効半径はアンビルの面積で重み付け

を行う。これはより大きい対流雲の特徴量をサ

ンプルの値に反映させるためである。 

III. 気象場のデータは通常の平均を行う。 

 最後に各サンプルで雲量の定義を行う。各サンプ

ル領域の面積に対する対流核、アンビル、対流雲全

体それぞれの面積の割合を雲量と定義する。 

 

3. 空間分布、時空間変動 

 対流雲、AIの時空間変動を見ていく。まず2015年

7月の対流雲の雲量の空間分布を図1に示す。東経150

度から180度の海洋上と東経90度から130度の陸付近

で高い値を示している。これらはI熱帯収束帯、南太

平洋収束帯ならびにモンスーンが影響していること

が推定される。次にAIの同時期の空間分布を図2に示

す。陸周辺で高い値を示しているが、これは陸上由

来のエアロゾルが流されていることが推定される。

一方、熱帯収束帯、南太平洋収束帯周辺では非常に

小さい値を示している。これは大陸から遠いことと

収束帯で発生した対流雲由来の降水により洗い流さ

れていることが原因だと推定される。以上のように

対流雲とエアロゾルは空間分布に大きな制約がある

点に留意しなければならない。 

 次に時空間スペクトルを調べた。2015年7月のAIを

経度方向に平均化し規格化したものに2次元FFTをか

けたものを図2に示す。大まかに3日以上の長い波動

が卓越している様子が見え、これは重力波やケルビ

ン波に相当する。同様の時空間スペクトルが対流雲

の雲量を用いても見られる。これは降水-エアロゾル

の影響によりエアロゾルも変動していることが推定
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される。以上のように、エアロゾルの対流雲に対す

る影響という局所的効果を見るためには上記のよう

な長期変動を取り除く必要性がある。 

 
図1 2015年7月のAIの空間分布図 

 
 

図2 2015年7月の対流雲の雲量の空間分布図 

 
図3 2015年7月のAIに対する時空間スペクトル 

   横軸が緯度方向の波動を表し、正が北向き、 

   負が南向きの振動を示す。縦軸は時間方向の 

   振動を表す。 

 

4. ハイパスフィルターと日周期からの摂動 

 エアロゾルの対流雲に対する影響という局所的効

果を見るために、長規模変動といった疑似相関をも

たらし得る影響を取り除く操作をする。まず長規模

変動の影響を取り除くために、3日以上の振動を取り

除くハイパスフィルターを適用した。その他に疑似

相関として考えられる変動は日変化である。AIの変

動から日変化を完全に無くしてしまうと、残るAIの

変動の要因がわからなくなってしまう。そこで各地

点で日周期を計算し、その日周期からの摂動を使用

した。 

 

5. 結果 

 横軸をAIの摂動にし、縦軸を対流核の相当半径の摂

動にとったものを図4aに、縦軸を対流雲の相当半径

の摂動にとったものを図4bに示す。実線は平均値を、

斜線領域は95%の信頼区間を表す。図4a,bより、AIの

増加に伴い対流核は大きく変化しないが、対流雲は

信頼区間を考慮しても約2km増加する様子が見られ

る。すなわち、エアロゾルの増加に伴い対流核より

も相対的にアンビル領域が拡大していることを示し

ており、これはFan et al. (2013)[1]等のモデルを

用いた先行研究と一致する。 

 次に上記のような挙動の物理的要因を考える。そ

こで図4cにAIとアンビル領域の雲粒有効半径のコン

ポジット解析の結果を示す。この図より、エアロゾ

ルの増加に伴い信頼区間を考慮しても雲粒が小さく

なることが示唆されている。このことから、エアロ

ゾルが増えたことで、Twomey効果で雲粒の粒径が減

少し、効率的に上層へ雲粒が運ばれたことでアンビ

ル領域が拡大したことが推察される。 

 
6. まとめ 

 海大陸周辺で発生する

対流雲に対するエアロゾ

ルの影響を見るためにケ

ルビン波や重力波といった時空間変動の影響を取り

除くことを行った。その結果、先行研究で見られて

いるような微物理学的効果によってアンビルが増加

する様子が見て取れた。今後はエアロゾルの種類も

考慮して研究を行う。また他の気象場の影響を併用

して、どのパラメータが対流雲の各物理量に大きく

寄与するのか調査する予定である。 

 

参考文献 

 [1] J. Fan., et al., 2013, PNAS., 110,  
     E4581-E4590 

 [2]  H, Iwabuchi., et al., 2018, J. Meteor. Soc.  

    Japan,, 96B, 27-42 

 [3]  T, Nakajima., et al., 2001, GRL, 28.7, 1171-1174 
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図4 

横軸をAIの摂動とした

コンポジット解析結

果。縦軸はそれぞれ以

下の摂動である。 

a:対流核の相当半径、                

b:対流雲の相当半径、

c:アンビル領域の雲粒        

有効半径 
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ノイズの正規分布を仮定しない独自ガイダンスの作成 
☆寺内俊平(青森地方気象台) 

 

１．はじめに 

気象庁がガイダンスの作成手法として採用し

ている統計手法の一つにカルマンフィルタ（以下，

KF）があり，ノイズを持つ観測の時系列データ

を元に，非定常なシステムの現在の状態を推定す

る時系列解析手法の一つとして知られている． 

ガイダンスの作成に KF を用いることの最大

の利点は，回帰式の係数を動的に推定することに

より，モデルの更新やアメダスの地点変更等で説

明変数や目的変数の傾向が変化したとしても，係

数が逐次的に最適な値になるように更新されて

いく点にある．2019 年現在では，気温，風，平

均降水量，降水確率，時系列湿度，視程の各ガイ

ダンスに KF が利用されている． 

 ただし，KF の短所の一つとして，観測ノイズ

が正規分布に従うことを仮定していることが挙

げられる．例えば，降水量の場合では弱雨の場合

の頻度の大きい誤差分布の影響が支配的となり，

回帰式は弱雨側の予測にフィッティングするよ

うに設定されるため，予測頻度を実況頻度に合わ

せるための補正（頻度バイアス補正）が必要とな

ってしまう．また，頻度バイアス補正後の予測値

は，実況の頻度に合わせるように値を強める傾向

にあり，空振りが増える要因にもなる．そのため，

気象庁予報部（2018）ではノイズの正規分布を仮

定しない手法の導入の必要性を提言している． 

 本研究では，観測ノイズの非正規性に対応した

フィルタリング手法を導入し，KF との比較を行

ったので，その結果を報告する． 

 

２．実験手法 

本研究では，上述の非正規性に対応するフィル

タリング手法として粒子フィルタ（北川，1996）
を導入する．粒子フィルタ（以下，PF）とは，確

率分布を多数の実現値で近似し，それぞれの粒子

がモデルに従ってどのように変化するかをモン

テカルロ法に基づき，シミュレートすることで予

測分布の計算を実現する手法である．PF のアル

ゴリズム概略図を図 1 に示す．さらに, ハイパー

パラメータを簡便に推定するための手段として，

矢野（2014）を参考に自己組織化状態空間モデル

（以下，SOSSM）を粒子フィルタに組み込んだ

手法も導入した． 
今回の実験では，KF，PF 及び PF に SOSSM

を組み込んだ 3 つの手法についてそれぞれ独自

にガイダンスの作成を行い，精度及び頻度分布に

ついて比較を行った． 
また，観測ノイズの非正規性を仮定するため，

PF アルゴリズムにおいて観測ノイズはコーシー

分布に従うものとして計算を行った．コーシー分

布は，正規分布に比べて裾の重い分布であり，外

れ値を比較的多く含む母集団に対して有効であ

ることが知られている． 
なお，比較手法として導入した KF について，

必要なパラメータであるシステムノイズの分散

や観測ノイズの分散はすべて固定値とした．  
 
３．実験対象・使用データ 

 今回は KF で作成しているガイダンスの中で，

説明変数が比較的単純かつ出力値に頻度バイア

ス補正を行っている最大風ガイダンスに注目し

た．独自ガイダンスの作成対象地点として，春先

から秋にかけて暴風がしばしば観測される八戸

特別地域気象観測所（以下，八戸特地）を選定し

た．目的変数は八戸特地の風向・風速 10 分値か

ら求めた前 3 時間における最大風の東西成分・南

北成分とし，説明変数は八戸特地の最近傍の格子

点における MSM（12UTC 初期値）の風の東西

成分・南北成分の予測値とした．式に表すと以下

の通り． = + +  = + +  
ここで，添え字 g はガイダンスによる予測値，添

え字 m は MSM の予測値，α 及び β は回帰式の

係数であることを示す．また，添え字 0 はバイア

ス項であることを表している． 
 調査期間は 2017 年 3 月～2019 年 3 月の 2 年

間とし，回帰式の係数が観測値にフィッティング

するまでの時間を考慮して，検証期間は 2018 年

3 月～2019 年 3 月の 1 年間とした． 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 PF アルゴリズムの概略図．○が解析値，●が予

測値を表す．樋口（2005）より引用． 
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４．実験結果 
 表 1 は KF 及び PF によるガイダンスと実況の

2 乗平均平方根誤差（以下，RMSE）を予報時間

ごとにまとめたものである．表 1 からは，現業の

ガイダンスの成績には及ばないものの，KF より

も PF で作成したガイダンスの RMSE が全体的

に小さく，良好な成績を上げていることがわかる．

特に，KF によるガイダンスがほとんどモデル値

を改善できていない FT=9 の場合でも，PF によ

るガイダンスはモデル値を改善し，RMSE を減

少させている． 
 
表 1 FT=9~18 における KF によるガイダンスと，PF
及び SOSSM を導入した PF によるガイダンスの

RMSE．Fcst は MSM の予測値をそのまま採用した場

合の RMSE を示し，Gui は現業で使用されている最大

風ガイダンスの RMSE である． 
 FT=9 FT=12 FT=15 FT=18 

Fcst 2.99 3.66 4.62 5.03 
Gui 1.96 2.12 2.52 2.51 
KF 2.89 3.31 3.82 3.65 
PF 2.38 2.79 3.18 3.23 

PF+ 
SOSSM 1.88 2.31 2.79 2.84 

 
 続いて，FT=15 のガイダンスと実況を図 2 に

示す． 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 ガイダンスと実況（黒丸）の比較．赤線が KF に

よるガイダンス，青線が PF によるガイダンスを示す．

横軸は検証期間の経過日数を示し，縦軸は風速を示す． 
 

図 2 を見ると，検証期間を通して KF によるガ

イダンスとPFによるガイダンスで予測特性に大

きな差がないことがわかる．ただし，KF による

ガイダンスによるガイダンスは度々実況よりも

過大な予測をしているのに対し，PF によるガイ

ダンスは比較的実況に近い値を予測できている

ことがわかる．これは，PF の観測ノイズにコー

シー分布を採用したことにより，外れ値に近い目

的変数の推定に対してより頑健になった影響と

考えられる． 

 最後に，同じく FT=6～30 の時のガイダンス及

び実況の累積分布関数（以下，CDF）を図 3 に示

す． 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 3 ガイダンス及び実況の CDF．黒線が実況，赤線

が KF によるガイダンス，青線が PF によるガイダン

スの CDF を示す． 
 

 図 3 からは，今回の実験においては実況とガイ

ダンスの CDF はほとんど一致しており，KF に

よるガイダンスと PF によるガイダンスの CDF
においても大きな違いがないことがわかる．ただ

し，10m/s 以上の CDF に着目すると，PF によ

るガイダンスの CDF は KF によるガイダンスの

CDF に比べて，実況の CDF に近くなっており，

やや強い風以上の場合は，KF によるガイダンス

よりも実況を適切に予測できる可能性を示唆し

ている． 
 

５．まとめ 

 PF による最大風ガイダンスは，非正規分布（コ

ーシー分布）に従う観測ノイズを導入することで，

KF によるガイダンスに比べ，良好な成績を残し

うることがわかった． 
 
６．今後の課題 

 今回は八戸特地 1 地点のみの検証であり，KF
によるガイダンスの CDF も比較的実況に沿った

形であったため，本研究の一番の目的である頻度

バイアス補正を回避できるかどうかの調査は行

えなかった． 
 今後はサンプル数を増やし，PF によるガイダ

ンスの有効性についてより詳細に検討したい． 
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X-MP レーダで捉えられた雷雲内の微細構造について(福島県北部 2019 年 6 月 5 日の事例) 
       ☆酒井 貴紘（福島地方気象台） 

 
1. はじめに 

X バンドマルチパラメータレーダ(X-MP)は、二重偏波レーダと

も呼ばれ、水平、垂直偏波面におけるレーダ反射因子 ZHH，ZVV

を観測できる。そのため、従来の単一偏波（水平偏波のみ）では

観測できなかった降水粒子の情報を得られるようになった。さら

に、X バンドは、空間解像度が C バンドよりも高く、雲内の微細

構造を調べることに適している。その X-MP レーダが福島市周辺

では、東北地方の中でも密に配置されている(図 1)。 

 
図 1 福島周辺の各レーダ設置位置 

 
図 2 衛星可視画像+LIDEN 履歴 

 
図 3(a) 仙台(C-Dop)反射強度(dBZ) 

 
図 3(b) 田村(X-MP)反射強度(dBZ) 

 
図 3(c) C-Dop,X-MP メソサイクロン検出 

 
図 3(d) 田村(X-MP)ドップラー速度(m/s) 

2019 年 6 月 5 日の 12 時～14 時にかけて、複数の X-MP レーダ

ー探知内である中通り北部で雷を伴う発達した積乱雲が捉えられ

た(図 1,2)。図 3(a),(b)の赤破線に着目すると、仙台(C-Dop)より、

田村(X-MP)の方が積乱雲に近く、低高度かつ高時空間分解能な観

測ができていた。この積乱雲は、雲内(下層)にメソスケールの渦(メ

ソサイクロン)があり、スーパーセル型ストーム(SC)の特徴があっ

た。一方、C-Dop では、メソサイクロンを検出していなかった。

この雷雲内を「X-MP レーダで解析し、降水粒子情報や高時空間

分解のドップラー速度によって何が見えるのか？」を本調査の目

的とした。 

 

 

2. 概況(2019 年 6 月 5 日) 

 トラフが接近し、前面で下層に暖湿が入る中で上空に寒気が入

っていた(図 5)。そのため昼過ぎに SSI=－2～－4℃程度で、大気

の状態が非常に不安定となり、積乱雲が発達した。 

 

図 4  地上天気図 

5 日 09JST 

 

図 5  500hPa 面 高層天気図 

5 日 09JST 

3. 大気環境場の評価（スーパーセル（SC）型になるか？） 

今回の発達した雷雲は、SC 型(一般に、上昇流の領域に渦度 1

×10^ -2 /s 以上の回転流を伴う=メソサイクロン(MC)を持つ積乱

雲と定義される,気象庁 1993)になり得るような環境場だったか？

について、CAPE、SReH(環境場の鉛直シアーによって形成される

水平渦度を見積もり、それが積乱雲内に取り込まれる程度を示す

パラメータ。日本で発生する SC は、ほとんどが環境風の鉛直シ

アのもつ水平渦度の立上げにより下層に MC を生成することによ

る(新野,2001)図 4 参照)、SC 型ストームになるような環境場であ

ったかを確認した。CAPE は、1000 程度とやや大きい値となって

いるが、先行研究と比較するとやや小さい。特に、SReH は先行

研究と比べて小さく、12 時～15 時の若松 WPR から求めた SReH

も 58(m^2/s^2)が最大であった。しかし、SC の発生時、下限値と

して良く使われる大野(2001)の 150 以上は、北米乾燥域の値であ

り、日本のような湿潤場の SReH はどの程度がいいのか？検討が

必要である(気象庁,2007)。 

表・１ 本事例の福島市付近の各指数(メソ解析値)と竜巻発生時の先行研究との比較 

 

 

 

 

4.X-MP レーダで捉えられた雷雲内の特徴 

4.  X-MP レーダで捉えられた雷雲内の渦・降水粒子 

図 6 に SC 型ストームの概念図を示す。この概念図と X-MP レ

ーダで捉えられた雷雲内の特徴を比較する。特に、竜巻が発生す

る直前にできるとされるマイソサイクロンを X-MP レーダから詳

しく調べた。図 7(a)から今回の SC は、13:28 頃からフックエコー 
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図 6 スーパーセル型ストーム及び MC、miso-C の概念図 

(H19.3 気象庁報道発表資料より引用し、加筆) 

が見られた。さらに、SC からの冷気外出流の先端で、新たなセル

が発生していることが分かる(図 7a,b)。最盛期の 13:36 頃には、明

瞭なフック状エコーと正・負の渦対を持つ下層 MC、さらにガス

トフロント先端、もしくは後面下降流(RFD)の先端に渦径が

0.62km 程度、渦度が 8.6×10^－2(/s)(図 7e)のマイソサイクロン

(miso-C)と思われる渦が確認できた(図 7c,d,f)(渦の検出にはランキ

ン渦を仮定した)。この miso-C は、SC(親雲)上昇流域とはつなが

っていないように見えた。 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 miso-C の渦径・渦度・観測時刻 

また、偏波情報等から地上付近の霰・雹域(Kdp<0)の可能性が高い

領域、および強雨域(Kdp>0)を推定することができた(図 7e)。 

次に miso-C の下層渦の時間変化を求めるため、仰角 0.4°(最低

仰角)と仰角 1.6°で miso-C を追跡し、渦径・渦度を求めた(図 8)。

その結果、今回観測された miso-C の寿命(渦度が 5.0×10^2(/s)以上

の期間)は、13:33 頃～13:54 頃までの約 20 分間程度であり、特に

13:33 頃～13:48 頃の 10 分程度が特に渦径が小さかった。13:51 以

降は仰角 0.4°(最低仰角)では、速度差が周辺の環境場と区別でき

なくなり、渦を追跡することができなかった。梅原(2012)は、2012

年 7 月 5 日弘前市で F1 規模の被害をもたらした竜巻について、そ

の親雲を NHM を用いて調べた。250m の高水平解像度で計算した

結果、積乱雲からのガストフロントの先端にできた miso-C を再現

した。さらに、降水域が S 字状になったタイミングで miso-C の渦

度は最大 2.3×10^-2(/s)となった。これは、本事例の X-MP から求

めた渦度のオーダーとよく一致していた。 

5.結果と考察 

今回は、環境場の SReH が先行研究等と比較して小さいにも関わ

らず、MC/miso-C が発生した事例である点が興味深い。竜巻の直

前現象としてみられる miso-C は、親雲からのガストフロントもし

くは RFD の先端に発生しており、miso-C の鉛直渦生成は、ガス

トフロントの先端の水平渦の立ち上がりによるものと考えられる。

さらに、親雲の上昇流による引き伸ばし効果の程度が渦強化のカ

ギとなるが、これは数値実験による検証が必要である。また、本

事例では C-Dop のメソサイクロン検出は、検出なしだったが、

X-MP レーダのメソサイクロン検出では、検出できていた(Level6

もある)(図 3c)。したがって、竜巻発生の直前予測を向上のために

は、低仰角、高時空間分解能のレーダで MC/特に miso-C を監視す

ることが重要であると考えられる。X-MP レーダで求めた積乱雲

の微細構造の観測結果は、NHM の再現実験の妥当性を検証し、暖

候期の福島のMC/miso-C発生環境場を理解するために有用である。 

 

 

 

 

 

 

図 7(a) 13:28 田村(X-MP)反射強度(dBZ) 

 

 

 

 

 

 

図 7(b) 13:28 田村(X-MP)ドップラー速度(m/s) 

 

 

 

 

 

 

図 7(c) 13:36 田村(X-MP)反射強度(dBZ) 

 

 

 

 

 

 

図 7(d) 13:36 田村(X-MP)ドップラー速度(m/s) 

 

 

 

 

 

 

図 7(e) 13:36 田村(X-MP)から推定された地上付近の降水粒子 

 

 

 

 

 

 

図 7(f) 13:36 田村(X-MP)ドップラー速度(m/s)詳細 
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